
監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知に係る事項の公告

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、奈良県知

事等から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表しま

す。

令和３年８月６日

奈良県監査委員 内 野 正 博

同 森 田 康 文

同 尾 﨑 充 典

同 浦 西 敦 史
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令和２監査年度 第１回分

ア 本 庁
部局及び所属名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

知 事 公 室

広報広聴課 令和２年 支出負担行為の遅延について

８月７日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 遅滞なく支出負担行為を行うよ

制のための手続として支出負担行為 う職員に周知徹底を図った。

を行うこととされている時期は、契 今後は、課内における事務処

約を締結するときとされているが、 理状況の情報共有等によりチェ

令和元年度の委託契約について、支 ック体制を強化し、支出負担行

出負担行為を業務完了後に行ってい 為事務の適正な執行に努めると

た事例が１件（契約額 10,181円） ともに、実効性のある内部統制

認められた。 の整備に取り組む。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

政策推進課 令和２年 支出負担行為の遅延について

８月７日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 遅滞なく支出負担行為を行うよ

制のための手続として支出負担行為 う職員に周知徹底を図った。

を行うこととされている時期は、契 今後は、課内における事務処

約を締結するときとされているが、 理状況の情報共有等によりチェ

令和元年度の委託契約等について、 ック体制を強化し、支出負担行

支出負担行為を行うこととされてい 為事務の適正な執行に努めると

る日から大幅に遅延して支出負担行 ともに、実効性のある内部統制

為を行っていた事例が２件（契約額 の整備に取り組む。

合計 273,900円）認められた。その

態様の内訳は、①支出負担行為を納

品後に行っていた事例が１件、②業

務完了前であるが支出負担行為の遅

延期間が１か月以上の事例が１件と

なっていた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

国際課 令和２年 会計書類の紛失について

８月７日 令和元年度「（公財）日本国際問 奈良県行政文書管理規則に基

題研究所会費」（平成31年4月23日支 づき、会計書類を適正に保管、

出済み）に係る会計書類について、 管理するよう職員に周知徹底を

保存期間が５年と定められている支 図った。

出負担行為決議書及び添付書類（請 今後は、書類の保管方法や保

求書（写）、令和元年度事業計画書、 管場所を課内で再度情報共有

令和元年度予算書）の紛失が認めら し、会計書類を含む行政文書を

れた。 適正に保管、管理するよう努め
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今後は、奈良県行政文書管理規則 る。

に基づき、会計書類を適正に保管、

管理するよう努めるべきである。

（指摘事項）

防災統括室 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月３１日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則、奈良県契約

とする経費について、予算執行の統 規則等に基づき適正な事務執行

制のための手続として支出負担行為 を実施するとともに、所属にお

を行うこととされている時期は、契 けるチェック体制を強化し、複

約を締結するときとされているが、 数の担当者による書類確認とス

令和元年度の委託契約について、支 ケジュール管理を行い、適正な

出負担行為を行うこととされている 執行と再発防止に努める。

日から１か月以上３か月未満遅延し

て支出負担行為を行っていた事例が

２件（契約額合計 1,046,400円）認

められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 981,000円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作成を

遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

消防救急課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月３１日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則、奈良県契約

とする経費について、予算執行の統 規則等に基づき適正な事務執行

制のための手続として支出負担行為 を実施するとともに、所属にお

を行うこととされている時期は、契 けるチェック体制を強化し、複

約を締結するときとされているが、 数の担当者による書類確認とス

令和元年度の委託契約等について、 ケジュール管理を行い、適正な

支出負担行為を行うこととされてい 執行と再発防止に努める。

る日から大幅に遅延して支出負担行

為を行っていた事例が２件（契約額

合計 6,171,904円）認められた。そ

の態様の内訳は、①支出負担行為を

納品後に行っていた事例が１件、②

業務完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上の事例が１件

となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な
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く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 6,076,000円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

単価契約における消費税の転嫁につ

いて

令和元年7月に公正取引委員会か 単価契約における消費税の転

ら消費税転嫁状況の調査を受け、平 嫁について、公正取引委員会か

成26年度から令和元年度までの危険 らの指導・是正措置内容を課内

物取扱者保安講習業務委託の単価契 で共有し、再発防止を図るとと

約において、契約単価の消費税の計 もに、消費税転嫁対策特別措置

算方法を円未満の端数を切り捨てし 法等に基づいた適切な契約事務

ていたことについて、令和元年10月 の執行に努める。

に消費税の転嫁を阻害する行為に当

たるとして、消費税転嫁対策特別措

置法第３条第１号違反となる旨の指

導を受けていた。

そして、その是正のために、令和

元年度の危険物取扱者保安講習業務

委託の単価契約について適正な額で

変更契約を締結するとともに、消費

税の未払額（過年度分 3,457円、令

和元年度分 406円）を契約の相手方

に支払っていた。

今後は、消費税転嫁対策特別措置

法等に基づき、適正な事務の執行に

努められたい。 （注意事項）

総 務 部

行政経営・フ 令和２年 支出負担行為の遅延について

ァシリティマ ８月２１日 委託料、工事請負費等契約を必要 今回の事項について、課内で

ネジメント課 とする経費について、予算執行の統 情報共有を行うとともに、今後

制のための手続として支出負担行為 は、奈良県会計規則及び関係通

を行うこととされている時期は、契 知に基づき、関係所属とも連携

約を締結するときとされているが、 のうえ、適正な時期に予算の再

令和元年度の委託契約について、支 配当及び支出負担行為を行うよ

出負担行為を業務完了後に行ってい う、所属におけるチェック体制

た事例が１件（契約額 746,496円） を強化し、複数の担当者による

認められた。 書類確認と進捗管理を徹底し、

また、上記の１件の委託契約は、 適正な事務の執行と再発防止に

本来、奈良公園室の所管であり予算 努める。

の再配当を受けることが必要であっ

たが、契約締結時までに当該契約に
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係る予算の再配当を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

税外未収金に係る未収金対策につい

て

未収金対策の取組については、「 未収金対策については、未収

税外未収金にかかる債権管理の適正 金対策推進連絡会議の開催によ

化に関する指針」に基づいて全庁的 る情報共有、未収金の削減に係

に取り組んでいるところであり、未 る数値目標の設定、回収困難な

収金対策推進連絡会議のもと、積極 債権についての弁護士相談、職

的な情報交換や研修会を行うほか、 員を対象に適正な債権管理と回

未収金を所管する担当課に数値目標 収のノウハウ習得に資するため

を設定させ、過年度未収金の削減や のグループワークを取り入れた

現年度未収金発生の抑制について進 実践的な研修等を実施してい

捗管理を行うなどの取組を行ってい る。

る。また、平成25年度の行政監査（ また、新たな取組として、令

税外未収金等にかかる債権管理につ 和元年度より、各債権の状況・

いて）の結果を踏まえ、「税外債権 理由(時効到来・未到来、支払

の管理マニュアル」「税外債権の管 有・無、所在判明・不明、資力

理マニュアル（債権整理編）」「支払 有・無等)をより詳細に把握し、

督促申立の手引き」を作成するなど、 その結果を踏まえて、回収可能

未収金を所管する担当課の債権回収 な債権は支払督促申立等による

を支援する取組を行っている。令和 回収を促進し、回収不可能な債

元年度では、未収金を所管する担当 権については不納欠損処分を行

課の支払督促申立手続等を支援する うなど、適切な債権管理を強化

ため、税外未収金の債権ごとに、回 している。これらの取組の結果、

収見込の有無、債務者の所在の状況 令和元年度に臨時的に発生した

及び未収の理由等を調査し、現状及 未収金（流域下水道事業費（4

び課題の把握に努めている。 億5,607万円）、行政代執行費用

しかし、直近の決算でみると、税 （1億3,556万円））を除くと、

外未収金の残高は令和元年度末にお 令和元年度末の総額は、前年度

いて総額で47億5,645万円と多額で より約3,300万円減少している。

あり、中小企業高度化資金貸付金等 加えて、令和２年度は、未収金

で減少している一方で、育成奨学金 回収の民間委託可能な債権のう

貸付金等で増加している。 ち、まだ委託されていない２債

未収金の解消は財政運営上大きな 権について、行政・人材マネジ

課題であり、全庁的に厳正かつ適正 メント課が委託実施主体となり

な対応が強く求められていることか 弁護士に委託した。12月末時点

ら、引き続き実効性のあるきめ細か において、約350万円の回収及

な未収金対策に取り組まれたい。 び支払督促を実施するなど、一

（意見事項） 定の成果が見られ、来年度も、

債権所管課に引継ぎながら実施

する予定である。

こうした地道な債権回収の取

組を進めることにより、毎年度

の削減目標額（令和２年度は約

7,700万円）の達成を目指すと

ともに、今後も、法的措置の一
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層の活用や民間活力の導入によ

る回収の推進、債権管理条例制

定等、より効果的・効率的な債

権管理手法の検討を行い、庁内

全体で未収金の削減に向けた取

組を実施していく。

人事課 令和２年 現年度歳出に係る戻入処理の誤りに

８月２１日 ついて

令和元年度の会議室使用料（１件 今後は、同様の事案が発生し

39,000円）について、前金払で会 ないよう、「奈良県会計規則の

議室の使用前に支払いを行い、その 施行について」及び「会計事務

後、やむを得ない理由により会議室 の手引き」の関係箇所を課員に

の使用を取り消していたが、令和2 周知するとともに、決裁過程に

年3月に、既に支払った使用料の返 おいて複数の担当者によるチェ

納を受けるに当たり、出納閉鎖期日 ックを徹底し、再発防止に努め

前であることから、現年度歳出予算 る。

に係る戻入処理とすべきであるの

に、誤って歳入の雑入として調定し

受け入れていた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、歳出に係る戻入処理事務等の適

正な執行に努めるとともに、決裁過

程におけるチェック体制を整備する

など、実効性のある内部統制の整備

に取り組まれたい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 遅滞なく支出負担行為を行うよ

制のための手続として支出負担行為 う職員に周知徹底を図った。

を行うこととされている時期は、契 今後は、課内における事務処

約を締結するときとされているが、 理状況の情報共有化等によりチ

令和元年度の委託契約等について、 ェック体制を強化し、支出負担

支出負担行為を行うこととされてい 行為事務の適正な執行に努め

る日から大幅に遅延して支出負担行 る。

為を行っていた事例が２件（契約額

等合計 4,407,670円）認められた。

その態様の内訳は、①支出負担行為

を業務完了後に行っていた事例が１

件、②業務完了前であるが支出負担

行為の遅延期間が１か月以上の事例

が１件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 40,150円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作成を

遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県
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契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

税務課 令和２年 県税に係る未収金の回収について

８月２１日 県税については、税務課及び各県 県税収入未済額の66.3％（令

税事務所において、差押を中心とし 和元年度実績）を占める個人県

た滞納処分の推進に取り組んでお 民税については、平成24年度に

り、また、市町村との連携による個 設置した地方税滞納整理本部を

人県民税の協働徴収や自動車税コー 中心に、県・市町村の一体的な

ルセンターの設置により、多額の未 徴収体制の強化に取り組んでお

収金がある個人県民税、自動車税（ り、「奈良モデル」による県職

令和元年10月より自動車税種別割） 員派遣型協働徴収を実施し、ま

の徴収の強化にも努めている。この た、平成30年度より滞納徴収員

ことにより、令和元年度の県税徴収 を採用し市町村と県による協働

率は、平成30年度に比べ0.2ポイン 徴収を実施し徴収強化に努めて

ト上昇し98.2%となり、未収金の縮 いるところである。

減についても着実な改善が認められ また、自動車税の種別割（令

る。 和元年９月までは自動車税。以

しかし、未だ令和元年度末で約20 下同じ。）など県税の徴収対策

億6,954万円の多額の未収金があり、 については、徴収率や未済額の

また、徴収率は全国で低位にある。 圧縮率等数値目標を設定し、税

今後も税負担の公平性と財源確保の 務課及び各税事務所が連携して

観点から、新たな未収金の発生防止 滞納整理に取り組んでいる。特

に努めるとともに、引き続き効果的 に自動車税の種別割について

かつきめ細かな徴収対策の推進に努 は、コールセンターの設置によ

められたい。 （意見事項） り、滞納者へ納付を促すなど、

滞納の早期圧縮に努めていると

ころである。

今後も徴収率の向上及び収入

未済額の縮減に向けて、納税意

思のない滞納者には折衝を長期

化せず早期に滞納処分を執行

し、十分な財産調査の結果、可

処分財産が発見できない場合

は、滞納処分の執行を停止する

など、早期完結に向けて取り組

むこととしているが、令和２年

度においては、新型コロナウイ

ルス感染症の経済社会に与える

影響が甚大なものであることに

鑑み、感染症及びその蔓延防止

のための措置の影響により厳し

い状況に置かれた納税者等に対

しては、４月に政府の緊急経済

対策の一つとして設けられた地

方税の納付を事実上１年間延期

する徴収猶予の特例制度を適用

するなど、十分に配慮しつつ取

り組んでいるところである。
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郵便切手の過大な保有について

令和元年度末の郵便切手の保有残 郵便切手の購入検討時に残額

高は129,864円となっており、年間 や使用枚数の見込みを的確に把

使用額に照らして多額となってい 握し、これまで以上に購入の頻

た。 度を増やすなど、切手の保有を

郵便切手は換金性が高く、現金と 必要最小限にするよう努める。

同様の取扱いが必要である。安全な

管理のためにも、使用状況を的確に

把握し、その保有は必要最小限にと

どめるとともに、必要に応じ購入抑

制をするなど効率的な予算執行に努

められたい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則、奈

とする経費について、予算執行の統 良県契約規則等に基づき、適正

制のための手続として支出負担行為 な時期に支出負担行為及び契約

を行うこととされている時期は、契 書の作成を行うよう事務の進捗

約を締結するときとされているが、 管理を徹底し、適正な事務の執

令和元年度の委託契約について、支 行に努める。

出負担行為を行うこととされている

日から１か月以上３か月未満遅延し

て支出負担行為を行っていた事例が

３件（契約額等合計 51,720,288円

）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

２件（契約額合計 51,522,000円）

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

管財課 令和２年 職員公舎の公舎費及び共益費の調定

８月２１日 事務の遅延について

職員公舎の入居者から徴収する公 今回の不適切な事務執行につ

舎費及び共益費について、奈良県職 いて課内で情報共有を行うとと

員公舎管理規程により納期限は各月 もに、再発防止のため、職員公

末日とされているのに、入居者１名 舎入居者ごとの毎月の公舎費及

に係る平成30年7月から平成31年3月 び共益費の金額を入力した一覧

分（調定額合計 233,450円）につい 表を作成し、調定決議書の作成

て、調定事務を失念したため、平成 事務の適正な執行に努める。

31年4月24日に調定を行っていて、

本来納期限とすべき日を経過した後
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に、大幅に遅延（最長で８か月遅延

）して調定及び納入の通知を行って

いた。

そして、平成30年度に係る出納閉

鎖期日（令和元年5月31日）までの

間に納入を受けることができず、平

成30年度決算では収入未済となって

いた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

職員公舎管理規程に基づき、調定事

務の適時適正な執行に努めるととも

に、再発防止に向けた内部のチェッ

ク体制の整備に取り組むべきであ

る。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今回の不適切な事務執行につ

とする経費について、予算執行の統 いて課内で情報共有を行うとと

制のための手続として支出負担行為 もに、契約案件ごとに支出負担

を行うこととされている時期は、契 行為及び契約書の作成予定日等

約を締結するときとされているが、 を入力したエクセルデータ表を

令和元年度の委託契約等について、 作成し、スケジュール管理を徹

支出負担行為を行うこととされてい 底することにより支出負担行為

る日から大幅に遅延して支出負担行 及び契約書の作成事務の適正な

為を行っていた事例が１０件（契約 執行に努める。

額合計 81,130,512円）認められた。

その態様の内訳は、①支出負担行為

を業務完了後又は納品後に行ってい

た事例が４件、②業務完了前である

が支出負担行為の遅延期間が１か月

以上３か月未満の事例が６件となっ

ていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

６件（契約額合計 80,991,876円）

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

情報システム 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

課 ８月２１日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、事業の進捗管理と支出
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制のための手続として支出負担行為 負担行為を行う時期の把握を行

を行うこととされている時期は、契 う。特に年度途中の支出負担行

約を締結するときとされているが、 為については、遅延等を防ぐた

平成30年度の委託契約等について、 め、これまでから作成している

支出負担行為を行うこととされてい 「予算集計表」に「事業執行時

る日から大幅に遅延して支出負担行 期」欄を追加することで、事業

為を行っていた事例が２件（契約額 執行時期を明記し担当係と総務

合計 957,690円）認められた。その 担当で共通認識を持つととも

態様の内訳は、①支出負担行為を納 に、進捗管理を併せて実施し、

品後に行っていた事例が１件、②業 複数のチェック体制による管理

務完了前であるが支出負担行為の遅 を行い、適正な事務の執行と再

延期間が１か月以上の事例が１件と 発防止に努める。

なっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 542,290円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作成を

遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

地 域 振 興 部

奥大和移住・ 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

交流推進室 ７月３１日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 支出負担行為及び契約書の作成

制のための手続として支出負担行為 事務等の適正な執行に努める。

を行うこととされている時期は、契 併せて、契約案件及び契約時期

約を締結するときとされているが、 を一覧できるチェックリストの

令和元年度の委託契約等について、 作成を行い、進捗状況を的確に

支出負担行為を行うこととされてい 管理するなど、各段階で実効性

る日から大幅に遅延して支出負担行 のあるチェック体制を整備し、

為を行っていた事例が２件（契約額 適正な事務処理に努める。

合計 5,680,897円）認められた。そ

の態様の内訳は、①支出負担行為を

納品後に行っていた事例が１件、②

業務完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上の事例が１件

となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名
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押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 5,646,337円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

うだ・アニマ 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

ルパーク振興 ７月１３日 延について

室 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等

とする経費について、予算執行の統 に基づき、所属におけるチェ

制のための手続として支出負担行為 ック体制を強化し、複数の担

を行うこととされている時期は、契 当者による書類確認とスケジ

約を締結するときとされているが、 ュール管理を行い、支出負担

令和元年度の委託契約等について、 行為及び契約書の作成事務等

支出負担行為を行うこととされてい の適正な執行と再発防止に努

る日から大幅に遅延して支出負担行 める。

為を行っていた事例が３件（契約額

合計 552,734円）認められた。その

態様の内訳は、①支出負担行為を業

務完了後又は納品後に行っていた事

例が２件、②業務完了前であるが支

出負担行為の遅延期間が１か月以上

の事例が１件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 459,054円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作成を

遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

エネルギー・ 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

土地水資源調 ７月１７日 延について

整課 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 所属におけるチェック体制を強

制のための手続として支出負担行為 化し、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行

約を締結するときとされているが、 い、支出負担行為及び契約書の

令和元年度の委託契約について、支 作成事務等の適正な執行と再発
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出負担行為を行うこととされている 防止に努めている。

日から１か月以上３か月未満遅延し

て支出負担行為を行っていた事例が

２件（契約額合計 712,800円）認め

られた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の２件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

補助金等の交付決定等に係る不適切

な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 令和２年度以降は事前着手の

補助金等の交付決定は、県が、交付 手続きを活用するとともに、複

申請者に対して、補助事業等を行っ 数の担当者による書類確認とス

た場合に一定金額の補助金等を交付 ケジュール管理を行う等、事務

する旨の意思決定である。令和元年 の実施体制の見直しを行い、再

度において、交付決定に当たり、実 発防止に努めている。

際に交付決定を行った日から１か月

以上３か月未満遡った日付を交付決

定日としていた事例が１７件（交付

決定額合計 666,708,000円）認めら

れた。そして、補助事業者は、交付

決定の内容及びこれに付された条件

等に従い補助事業等を行わなければ

ならないこととされているが、上記

のうち２件（交付決定額合計 66,35

0,000円）では、県が実際に交付決

定を行った日よりも前に補助対象事

業である配水管の敷設等の工事事業

に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１７件で

は、交付決定日としていた日付と同

様に支出負担行為の日付を遡ってい

た。

さらに、平成30年度繰越事業にお

いて、支出負担行為を行うこととさ

れている日から１か月以上遅延して
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いた事例が６件（支出負担行為額合

計 260,876,000円）認められた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

文化財保存課 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

８月１８日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 奈良県補助金等交付規則、奈

補助金等の交付決定は、県が交付申 良県会計規則等に基づき、支出

請者に対して、補助事業等を行った 負担行為及び補助金等の交付決

場合に一定金額の補助金等を交付す 定事務等の適正な執行に努める

る旨の意思決定である。令和元年度 とともに、交付決定案件、交付

において、交付決定に当たり、交付 決定時期を一覧できるチェック

決定日としていた日付が事実と大幅 リストを作成して進捗状況を的

に相違していた事例が１９件（交付 確に管理するなど、各段階で実

決定額合計 41,156,000円）認めら 効性のあるチェック体制を整備

れた。その態様の内訳は、実際に交 し、適正な事務処理に努める。

付決定を行った日から、①１か月以

上３か月未満遡った日付を交付決定

日としていた事例が１２件、②３か

月以上遡った日付を交付決定日とし

ていた事例が７件となっていた。そ

して、補助事業者等は、交付決定の

内容及びこれに付された条件等に従

い補助事業等を行わなければならな

いこととされているが、上記のうち

１７件（交付決定額合計 39,601,00

0円）では、県が実際に交付決定を

行った日よりも前に補助対象事業で

ある重要文化財等の修理に着手して

いた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１９件で

は、交付決定日としていた日付と同

様に支出負担行為の日付を遡ってい

た。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 支出負担行為事務の適正な執行

制のための手続として支出負担行為 に努めるとともに、契約案件、

を行うこととされている時期は、契 契約時期を一覧できるチェック
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約を締結するときとされているが、 リストを作成して進捗状況を的

令和元年度の委託契約について、支 確に管理するなど、各段階で実

出負担行為を業務完了後に行ってい 効性のあるチェック体制を整備

た事例が１件（契約額 67,932円） し、適正な事務処理に努める。

認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

文化財保存事 令和２年 支出負担行為の遅延について

務所 ８月１８日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 支出負担行為事務の適正な執行

制のための手続として支出負担行為 に努めるとともに、契約案件、

を行うこととされている時期は、契 契約時期を一覧できるチェック

約を締結するときとされているが、 リストを作成して進捗状況を的

令和元年度の備品購入契約につい 確に管理するなど、各段階で実

て、支出負担行為を行うこととされ 効性のあるチェック体制を整備

ている日から１か月以上遅延して支 し、適正な事務処理に努める。

出負担行為を行っていた事例が１件

（契約額 26,686円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

文化資源活用 令和２年 支出負担行為の遅延について

課 ８月１８日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 支出負担行為事務の適正な執行

制のための手続として支出負担行為 に努めるとともに、契約案件、

を行うこととされている時期は、契 契約時期を一覧できるチェック

約を締結するときとされているが、 リストを作成して進捗状況を的

令和元年度の備品購入契約につい 確に管理するなど、各段階で実

て、支出負担行為を納品後に行って 効性のあるチェック体制を整備

いた事例が１件（契約額 33,000円 し、適正な事務処理に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

観 光 局 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

７月９日 な事務処理について

ならの観光力 奈良県補助金等交付規則に定める 補助金等の今回の不適切な事

向上課 補助金等の交付決定は、県が、交付 案について課内で情報共有を行

申請者に対して、補助事業等を行っ った。

た場合に一定金額の補助金等を交付 今後は、奈良県補助金等交付

する旨の意思決定である。令和元年 規則、奈良県会計規則等に基づ

度において、交付決定に当たり、実 き、適正な事務処理に努める。

際に交付決定を行った日から１か月

以上３か月未満遡った日付を交付決
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定日としていた事例が２件（交付決

定額合計 5,526,000円）認められた。

そして、補助事業者等は、交付決定

の内容及びこれに付された条件等に

従い補助事業等を行わなければなら

ないこととされているが、上記の２

件では、県が実際に交付決定を行っ

た日よりも前に補助対象事業である

整備工事等に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の２件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

負担金の交付事務に係る審査等の体

制のあり方について

県の担当課室が補助事業者等であ 令和２年度より、負担金支出

る実行委員会等の事務局を兼ねてい の事務を担当する事務職員と検

る場合、利益相反のおそれがあるた 査を行う職員を別にし、複数人

め、当該補助金等の交付事務に係る によるチェックを行い、適正な

責任者及び担当職員を、実行委員会 事務執行に努めている。

等の事務局長及び事務局員と別の者

にする等、より透明性の高い審査体

制とするよう努めることとされてい

るが、吉野・高野・熊野の国事業実

行委員会への負担金については、負

担金の交付事務を担当する職員を、

当該負担金の交付申請や交付対象事

業を行う同実行委員会の事務局員と

兼務させ別の者にしていなかった。

今後、負担金の交付事務の執行に

当たっては、交付事務担当職員を同

実行委員会の事務職員と別の者にす

るなど、負担金の適切な審査の確保

が図られるよう、審査等の体制を整

備されたい。 （意見事項）

観光プロモー 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

ション課 ７月９日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、決裁過程におけるチ

補助金等の交付決定は、県が、交付 ェック体制を強化し、補助金等

申請者に対して、補助事業等を行っ の交付決定等において、複数人

た場合に一定金額の補助金等を交付 によるチェックを行うなど適正

する旨の意思決定である。令和元年 な事務の執行に努める。

度において、交付決定に当たり、交

付決定日としていた日付が事実と大
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幅に相違していた事例が３件（交付

決定額合計 7,650,000円）認められ

た。その態様の内訳は、実際に交付

決定を行った日から、①２か月以上

遡った日付を交付決定日としていた

事例が１件、②３か月以上遡った日

付を交付決定日としていた事例が２

件となっていた。そして、補助事業

者等は、交付決定の内容及びこれに

付された条件等に従い補助事業等を

行わなければならないこととされて

いるが、上記の３件では、県が実際

に交付決定を行った日よりも前に補

助対象事業である実行委員会の総会

会場の使用料等を支出し事業に着手

していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の３件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後、相手方に対し、契約書

とする経費について、予算執行の統 作成についての注意喚起を引き

制のための手続として支出負担行為 続き書面等により実施するとと

を行うこととされている時期は、契 もに、作成及び提出に期限を設

約を締結するときとされているが、 定し、速やかに契約書の作成・

令和元年度の委託契約について、支 提出を求め、支出負担行為につ

出負担行為を行うこととされている いて適宜行うよう努める。

日から１か月以上３か月未満遅延し

て支出負担行為を行っていた事例が

３件（契約額合計 140,090,000円）

認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の３件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為
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及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

福 祉 医 療 部

企画管理室 令和２年 支出負担行為の遅延について

６月３日 委託料、工事請負費等契約を必要 監査により指摘のあった事業

とする経費について、予算執行の統 を重点的にチェックし、契約関

制のための手続として支出負担行為 連の全事業の状況を係ごとに情

を行うこととされている時期は、契 報共有している。また、定期的

約を締結するときとされているが、 な部局内会計研修を主催する。

平成30年度及び令和元年度の備品購

入契約について、支出負担行為を納

品後に行っていた事例が３件（契約

額合計 223,568円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

長寿・福祉人 令和２年 証紙収納実績の報告誤りについて

材確保対策課 ６月３日 消印をした収入証紙については、 証紙収納実績報告書を作成す

収入証紙収納簿に収入状況を記録 るときには、複数の職員による

し、また、証紙収納実績報告書によ 確認を行うこととし、所属にお

り四半期ごとに件数、金額等の収納 けるチェック体制の強化を図っ

実績を会計局に報告することとされ た。

ているが、令和元年7月分から同年9

月分の喀痰吸引等関係登録手数料の

実績について、収入証紙収納簿には

実績額を37,500円と正しく記載して

いたが、証紙収納実績報告書では誤

って159,000円と報告していた。そ

の結果、証紙収入特別会計から一般

会計への振替額が121,500円過大と

なっていた。

今後は、関係通知等に基づき証紙

収納事務の適正な執行に努めるとと

もに、再発防止に向けた内部のチェ

ック体制の整備に取り組むべきであ

る。 （指摘事項）

補助金等の交付決定等に係る不適切

な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今回の指摘を受け、交付決定

補助金等の交付決定は、県が交付申 日を適用日に遡らず、実際の日

請者に対して、補助事業等を行った （国の要綱改正以降の日）で行

場合に一定金額の補助金等を交付す えるよう、補助金交付要綱に交

る旨の意思決定である。令和元年度 付決定前事業着手を認める場合

において、交付決定に当たり、交付 の手続きに関する規定を追加し

決定日としていた日付が事実と大幅 た。

に相違していた事例が４６件（交付
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決定額合計 59,754,000円）認めら

れた。その態様の内訳は、実際に交

付決定を行った日から、①１か月以

上３か月未満遡った日付を交付決定

日としていた事例が３０件、②３か

月以上遡った日付を交付決定日とし

ていた事例が１６件となっていた。

そして、補助事業者等は、交付決定

の内容及びこれに付された条件等に

従い補助事業等を行わなければなら

ないこととされているが、上記のう

ち２２件（交付決定額合計 40,530,

000円）では、県が実際に交付決定

を行った日よりも前に補助対象事業

である介護従事者の子育て支援のた

めの施設内保育の運営、指定研修機

関における初任者研修の開始、就労

支援のための助成の受付等に着手し

ていた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の４６件で

は、交付決定日としていた日付と同

様に支出負担行為の日付を遡ってい

た。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 支出負担行為の遅延及び契約

とする経費について、予算執行の統 書の作成について、契約を締結

制のための手続として支出負担行為 するときには、奈良県会計規則、

を行うこととされている時期は、契 奈良県契約規則等を遵守し、遅

約を締結するときとされているが、 滞無く処理を行うよう、職員に

令和元年度の委託契約について、支 周知徹底を図るとともに、職員

出負担行為を行うこととされている 相互に業務の進捗状況を定期的

日から１か月以上３か月未満遅延し に確認し、所属長に報告するこ

て支出負担行為を行っていた事例が とで、所属におけるチェック体

３件（契約額合計 4,885,082円）認 制の強化を図った。

められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが､上記の３件
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では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

障害福祉課 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

６月３日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、同様の事例が発生す

補助金等の交付決定は、県が交付申 ることのないよう補助金申請者

請者に対して、補助事業等を行った に対して早急に申請書類の提出

場合に一定金額の補助金等を交付す や補正をするよう指導を徹底す

る旨の意思決定であり、交付を決定 るとともに申請書類の記入例や

したときは速やかに決定内容及びこ 質疑応答集を作成するなど事務

れに付した条件等を書面により通知 処理の円滑化を図る。

することとされている。令和元年度 また、補助金担当者は予算の

において、交付決定の通知に当たり、 執行状況に係るチェックリスト

交付申請書の提出を受けた日から実 を作成し、その都度、ほかの職

際の交付決定の通知までの期間が３ 員が処理状況の確認を行うこと

か月以上６か月未満経過していた事 により内部統制の強化を図る。

例が７件（交付決定額合計 321,544

,000円）認められ、上記のうち３件

では、既に補助事業が完了していた。

また、補助事業者等は、交付決定

の内容及びこれに付された条件等に

従い補助事業等を行わなければなら

ないこととされているが、上記の７

件では、補助金交付申請より前に事

前着手届を提出させ、補助対象事業

である施設整備の工事請負業者を決

定し工事に着手することを承認して

いた。

今後は、同規則、補助金交付要綱

等に基づき、補助事業者等への指導

及び周知に努めるとともに、適正な

事務の執行に努め、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、同様の事例が発生す

とする経費について、予算執行の統 ることのないよう担当者は予算

制のための手続として支出負担行為 の執行状況に係るチェックリス

を行うこととされている時期は、契 トを作成し、その都度、ほかの

約を締結するときとされているが、 職員が処理状況の確認を行うこ

平成30年度及び令和元年度の委託契 とにより内部統制の強化を図

約等について、支出負担行為を行う る。

こととされている日から大幅に遅延

して支出負担行為を行っていた事例
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が１１件（契約額等合計 32,597,94

2円）認められた。その態様の内訳

は、①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が５件（

うち会計年度経過後の出納整理期間

に行っていた事例が４件）、業務完

了前であるが支出負担行為の遅延期

間が、②１か月以上３か月未満の事

例が５件、③１０か月以上の事例が

１件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

７件（契約額合計 4,942,478円）で

は、支出負担行為と同様に契約書の

作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

医療・介護保険局

医療保険課 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

６月３日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、奈良県補助金等交付

補助金等の交付決定は、県が交付申 規則及び奈良県会計規則等に基

請者に対して、補助事業等を行った づき、事業の進捗管理と支出負

場合に一定金額の補助金等を交付す 担行為を行う時期の把握をする

る旨の意思決定である。令和元年度 ことで適正な補助金の交付事務

において、交付決定に当たり、実際 を行う。特に年度当初の支出負

に交付決定を行った日から２か月以 担行為については、遅延等を防

上遡った日付を交付決定日としてい ぐため、年度当初要処理業務一

た事例が１件（交付決定額 17,700, 覧に業務内容、処理時期等を明

000円）認められた。そして、補助 記し係単位で共通認識を持つと

事業者等は、交付決定の内容及びこ ともに、複数のチェック体制に

れに付された条件等に従い補助事業 よる管理を行い、適正な事務の

等を行わなければならないこととさ 執行と再発防止に努める。

れているが、上記の１件では、県が

実際に交付決定を行った日よりも前

に補助対象事業である健康診査等に

ついて委託契約を医療機関等と締結

し事業に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１件では
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交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、所属におけるチェック

制のための手続として支出負担行為 体制を強化し、複数の担当者に

を行うこととされている時期は、契 よる書類確認とスケジュール管

約を締結するときとされているが、 理を行い、支出負担行為及び契

平成30年度の備品購入契約につい 約事務等の適正な執行と再発防

て、納品後に支出負担行為を行って 止に努める。

いた事例が１件（契約額 36,720円

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為の適正な執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

介護保険課 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

６月３日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、奈良県補助金等交付

補助金等の交付決定は、県が交付申 規則及び奈良県会計規則等に基

請者に対して、補助事業等を行った づき、事業の進捗管理と支出負

場合に一定金額の補助金等を交付す 担行為を行う時期の把握をする

る旨の意思決定である。令和元年度 ことで適正な補助金の交付事務

において、交付決定に当たり、実際 を行う。特に年度当初の支出負

に交付決定を行った日から１か月以 担行為については、遅延等を防

上３か月未満遡った日付を交付決定 ぐため、年度当初要処理業務一

日としていた事例が２３件（交付決 覧に業務内容、処理時期等を明

定額合計 543,968,000円）認められ 記し係単位で共通認識を持つと

た。そして、補助事業者等は、交付 ともに、複数のチェック体制に

決定の内容及びこれに付された条件 よる管理を行い、適正な事務の

等に従い補助事業等を行わなければ 執行と再発防止に努める。

ならないこととされているが、上記

の２３件では、県が実際に交付決定

を行った日よりも前に補助対象事業

である介護サービス提供事業に着手

していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の２３件で

は交付決定日としていた日付と同様

に支出負担行為の日付を遡ってい

た。

今後は、同規則、奈良県会計規則
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等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

補助金等について、予算執行の統 今後は、奈良県会計規則等に

制のための手続として支出負担行為 基づき、所属におけるチェック

を行うこととされている時期は、補 体制を強化し、複数の担当者に

助金等の交付決定をするときとされ よる書類確認とスケジュール管

ているが、令和元年度の補助金につ 理を行い、支出負担行為及び契

いて、支出負担行為を行うこととさ 約事務等の適正な執行と再発防

れている日から１か月以上遅延して 止に努める。

支出負担行為を行っていた事例が１

件（支出負担行為額 98,400,000円

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

こども・女性局

女性活躍推進 令和２年 郵便切手の過大な保有について

課 ５月１９日 平成30年度末の郵便切手の保有残 令和元年度の郵便切手の保有

高は68,175円となっており、年間使 については、毎月末の残額及び

用額に照らして多額となっていた。 昨年度の実績を確認しながら必

郵便切手は換金性が高く、現金と 要最小限に努めた。今後も、引

同様の取扱いが必要である。安全な き続き効率的な予算執行に努め

管理のためにも、使用状況を的確に る。

把握し、その保有は必要最小限にと

どめるとともに、必要に応じ購入抑

制をするなど効率的な予算執行に努

められたい。 （注意事項）

こども家庭課 令和２年 補助金等の変更承認に係る不適切な

５月１９日 取扱いについて

平成30年度児童家庭支援センター 補助事業者に対し、補助対象

運営事業補助金について、補助事業 事業内容を充分に理解し、変更

等に要する経費の配分の変更がある 承認の申請が必要となった場合

場合は、軽微な変更（20％以内の増 は、適時適切に変更申請を行う

減）を除き、補助事業者は交付変更 よう周知徹底した。

承認申請書等を提出し、知事の変更 今後は、同様の事案が発生す

承認を受けなければならないとされ ることのないよう、補助事業の

ているが、補助事業者への指導及び 進捗状況の把握を定期的に行う

周知が不足し、補助事業者からの変 よう職員へ注意喚起を行うとと

更承認申請がなかったことなどのた もに、適時の変更承認申請を受

め、経費の配分の変更があったのに、 け、適正な事務の執行に努める。

変更承認の手続を行っていない事例

が１件（交付決定額 11,038,000円

）認められた。

今後は、奈良県補助金等交付規則

及び児童家庭支援センター運営事業
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補助金交付要綱等に基づき、変更申

請が適切に行われるよう補助事業者

への指導及び周知に努めるととも

に、適正な事務の執行に努められた

い。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 遅滞なく支出負担行為を行うよ

制のための手続として支出負担行為 う職員に周知徹底を図った。

を行うこととされている時期は、契 今後は、課内における事務処

約を締結するときとされているが、 理状況の情報共有化等によりチ

令和元年度の委託契約について、支 ェック体制を強化し、支出負担

出負担行為を行うこととされている 行為事務の適正な執行に努める

日から７か月以上遅延して支出負担 とともに、実効性のある内部統

行為を行っていた事例が１件（契約 制の整備に取り組む。

額 1,308,000円）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の１件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

く ら し 創 造 部

青少年・社会 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

活動推進課 ８月１８日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 奈良県補助金等交付規則、奈

補助金等の交付決定は、県が交付申 良県会計規則等に基づき、支出

請者に対して、補助事業等を行った 負担行為及び補助金等の交付決

場合に一定金額の補助金等を交付す 定事務等の適正な執行に努める

る旨の意思決定である。令和元年度 とともに、交付決定案件、交付

において、交付決定に当たり、実際 決定時期を一覧できるチェック

に交付決定を行った日から３か月以 リストを作成して進捗状況を的

上遡った日付を交付決定日としてい 確に管理するなど、各段階で実

た事例が１件（交付決定額 2,756,1 効性のあるチェック体制を整備

60円）認められた。 し、適正な事務処理に努める。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続と

して支出負担行為を行うこととされ

ている時期は、交付決定をするとき

とされているが、上記の１件では、

交付決定日としていた日付と同様に
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支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

スポーツ振興 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

課 ８月１８日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 奈良県補助金等交付規則、奈

補助金等の交付決定は、県が交付申 良県会計規則等に基づき、支出

請者に対して、補助事業等を行った 負担行為及び補助金等の交付決

場合に一定金額の補助金等を交付す 定事務等の適正な執行に努める

る旨の意思決定である。令和元年度 とともに、交付決定案件、交付

において、交付決定に当たり、実際 決定時期を一覧できるチェック

に交付決定を行った日から１か月以 リストを作成して進捗状況を的

上遡った日付を交付決定日としてい 確に管理するなど、各段階で実

た事例が１件（交付決定額 3,000, 効性のあるチェック体制を整備

000円）認められた。そして、補助 し、適正な事務処理に努める。

事業者等は、交付決定の内容及びこ

れに付された条件等に従い補助事業

等を行わなければならないこととさ

れているが、上記の１件では、県が

実際に交付決定を行った日よりも前

に補助対象事業であるスポーツキャ

ンプ・交流促進事業に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

会計書類の紛失について

平成30年度「第６回ツアー・オブ 会計書類の決裁過程等を記録

・奈良・まほろば負担金」に係る精 し、書類の受渡し状況を把握す

算手続の決裁過程で、保存期間が５ るなど、奈良県行政文書管理規

年と定められている精算書、支出負 則に基づき、適切な文書管理に

担行為決議書、交付申請書、実績報 努める。

告書、負担金確定検査書等の会計書

類の紛失が認められた。

今後は、奈良県行政文書管理規則

に基づき、会計文書を適正に保管、

管理するよう努めるべきである。

（指摘事項）

消費・生活安 令和２年 支出負担行為の遅延について

全課 ８月１８日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、
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とする経費について、予算執行の統 支出負担行為事務の適正な執行

制のための手続として支出負担行為 に努めるとともに、契約案件、

を行うこととされている時期は、契 契約時期を一覧できるチェック

約を締結するときとされているが、 リストを作成して進捗状況を的

平成30年度の備品購入契約につい 確に管理するなど、各段階で実

て、支出負担行為を納品後に行って 効性のあるチェック体制を整備

いた事例が１件（契約額 74,368円 し、適正な事務処理に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

景 観 ・ 環 境 局

環境政策課 令和２年 証紙収納実績の報告漏れについて

５月２５日 消印した収入証紙については、証 関係通知等に基づき、証紙収

紙収納実績報告書により四半期ごと 納事務の適正な執行に努めると

に件数、金額等の収納実績を会計局 ともに、担当係、総務担当係に

に報告し、また、奈良県証紙収入特 より確認し、決裁を経て、合議

別会計から一般会計の手数料へ振替 書類（会計局作成）により管理

するために証紙消印実績振替依頼書 の徹底を図っている。

を会計局に提出することとされてい

るが、平成29年度に収納した汚染土

壌処理業許可申請手数料の１件（24

0,000円）について、誤って、平成2

9年度の証紙収納実績報告書に計上

しておらず、また、証紙消印実績振

替依頼書も平成29年度に提出してい

なかった。平成31年4月にその誤り

に気がつき、令和元年度に上記の所

要の手続きを行っていた。そのため、

奈良県証紙収入特別会計から一般会

計の汚染土壌処理業許可申請手数料

への振替額240,000円が平成29年度

の歳入でなく、令和元年度の歳入と

して計上されており、決算額にも影

響していた。

今後は、関係通知等に基づき、証

紙収納事務の適正な執行に努めると

ともに、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性のある

内部統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

産業・雇用振興部

地域産業課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月９日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後、相手方に対し、契約書

とする経費について、予算執行の統 作成についての注意喚起を引き

制のための手続として支出負担行為 続き書面等により実施するとと

を行うこととされている時期は、契 もに、作成及び提出に期限を設

約を締結するときとされているが、 定し、速やかに契約書の作成・
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令和元年度の委託契約について、支 提出を求め、支出負担行為につ

出負担行為を行うこととされている いて適宜行うよう努める。

日から１か月以上遅延して支出負担

行為を行っていた事例が１件（契約

額 1,410,048円）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の１件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

補助金等の交付決定等に係る不適切

な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は書類のチェック人数を

補助金等の交付決定は、県が交付申 増やし、補助申請書類の形式不

請者に対して、補助事業等を行った 備是正等の手続きに係る時間を

場合に一定金額の補助金等を交付す 削減し、速やかに決裁を開始で

る旨の意思決定である。令和元年度 きるよう努める。

において、交付決定に当たり、交付 また、補助先である商工団体

決定日としていた日付が事実と大幅 に対しても補助申請事務の適正

に相違していた事例が１９件（交付 化について理解を促すことで事

決定額合計 38,408,000円）認めら 務処理の円滑化を図り、再発防

れた。その態様の内訳は、実際に交 止に努める。

付決定を行った日から、①１か月以

上３か月未満遡った日付を交付決定

日としていた事例が７件、②３か月

以上遡った日付を交付決定日として

いた事例が１２件となっていた。そ

して、補助事業者等は、交付決定の

内容及びこれに付された条件等に従

い補助事業等を行わなければならな

いこととされているが、上記の１９

件では、県が実際に交付決定を行っ

た日よりも前に補助対象事業である

商談会・物産展示会に係る広報等の

事前準備に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１９件で

は、交付決定日としていた日付と同

様に支出負担行為の日付を遡ってい
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た。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

産業振興総合 令和２年 公有財産の有効活用について

センター ３月２４日 産業振興総合センターが産業会館 市町村や経済団体等と連携し

（大和高田市）に設けているビジネ た募集情報の発信や、創業セミ

スインキュベーター施設は、令和元 ナー参加者へのチラシ配布な

年11月30日時点で９室中２室しか入 ど、きめ細やかな周知に努めて

居者がおらず、平成29年度までの５ いる。今年度から新たに県内１

年間においても利用実績は１２室中 １箇所にあるデジタルサイネー

２室を上回ることがなく、平成30年 ジや、テレビ・ラジオ・新聞を

度においても９室中３室の利用にと 利用した募集情報の告知を実

どまっている。産業振興総合センタ 施。施設利用の内容やメリット

ーでは施設の稼働率向上に向けての 等についての積極的な周知に努

取組を行っているところであるが、 め、利用率の向上を図ってまい

依然として施設が十分に活用されて りたい。

いない状況となっている。

県有資産の有効活用の観点から、

施設の稼働率向上等に向けて引き続

きその対応策を検討されたい。

（意見事項）

土地建物貸付料の徴収過大について

県有財産賃貸借契約書に基づき徴 今後は、関係法令等に基づき、

収する土地建物貸付料について、令 所属における決裁過程でのチェ

和元年度分の貸付料の算定を誤った ック体制の強化を行うととも

ため、徴収額が過大となっていたも に、複数の担当者よる書類確認

のが１件（徴収過大額 13,732円） を行い、適正な会計処理の徹底

認められた。 と再発防止に努める。

今後は、関係法令等に基づき適正

な会計処理の徹底に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック体制

を整備するなど、実効性のある内部

統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

資金前渡に係る不適切な事務処理に

ついて

資金前渡による支払に当たり、資 今後は、奈良県会計規則等に

金交付を受けた同日中に支払と精算 基づき、適正な事務の執行に努

が完了していないものについては資 めるとともに、資金前渡等によ

金の受払の発生順に資金前渡職員が る「受入日」「払出日」が到来

備えるべき現金出納簿に内容を記入 するたびに通帳記載を行い、現

しなければならないとされているの 金出納簿に確実に記載するとと

に、令和元年度において、現金出納 もに、複数の担当者によるチェ

簿を作成していなかった。 ックを徹底し再発防止に努め

また、平成30年度及び令和元年度 る。

の公共料金の包括資金前渡による支

払に当たり、公共料金の支払専用の

振替口座ごとに作成することとされ
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ている現金出納簿を作成していたも

のの、電話料金の支払について、記

入漏れや記入誤りが少なくとも１３

件見受けられるなどしていて、この

ため、現金出納簿に記載していた残

高が振替口座の残高と一致していな

かった。また、精算金額を誤ってい

たり（３件）、精算が遅延していた

り（４か月以上遅延していたものが

１件）していて、前渡資金の精算を

適時適正に行っていなかった。

さらに、所長による月例検査を行

っていたとしているものの、上記の

事態を看過していた。

精算金額を誤っていたものについ

て速やかに是正を図るとともに、今

後は、奈良県会計規則及び関係通知

に基づき、適正な事務執行に努める

べきである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、事業の進捗管理と支出

制のための手続として支出負担行為 負担行為を行う時期の把握を行

を行うこととされている時期は、契 う。特に年度当初の支出負担行

約を締結するときとされているが、 為については、遅延等を防ぐた

令和元年度の委託契約等について、 め、年度当初要処理業務一覧に

支出負担行為を行うこととされてい 業務内容、処理時期等を明記し

る日から大幅に遅延して支出負担行 担当者及び出納員で共通認識を

為を行っていた事例が３件（契約額 持つとともに、複数のチェック

合計 1,062,292円）認められた。そ 体制による管理を行い、適正な

の態様の内訳は、①支出負担行為を 事務の執行と再発防止に努め

納品後に行っていた事例が２件、② る。

業務完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が２か月以上の事例が１件

となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 990,000円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作成を

遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

内部統制の整備に取り組むべきであ

る。 （指摘事項）
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支出科目の誤りについて

令和元年度の業務委託契約につい 今後は、奈良県予算規則等に

て、経費の内容の主なものが物品の 基づき、所属におけるチェック

買い入れであることから予算科目を 体制を強化し、複数の担当者に

需用費で支出すべきであったのに、 よる書類確認を行うとともに、

委託料で支出していた事例が１件（ 適正な執行と再発防止に努め

契約額 181,440円）認められた。 る。

今後は奈良県予算規則等に基づ

き、適正な予算科目で支出すべきで

ある。 （指摘事項）

内部統制の更なる強化・充実につい

て

前回の監査において、内部統制の 令和２年度の内部統制実施計

強化・充実について注意事項とし、 画において重点項目として会計

改善を求めたところであるが、今回 事務処理適正化を設定し、リス

の監査においても、収入事務、支出 ク回避実践チェックシートを用

事務等について不適正な事務処理が いた業務執行の意識付けを徹底

多数認められた。 するとともに、不適切な事案の

事務の執行に当たっては、関係法 再発を防止するため、リスク事

令、規則等に基づいて処理するとと 案の情報共有、また担当者及び

もに、決裁過程におけるチェック体 出納員のチェック体制を強化

制を強化するなど、実効性のある内 し、内部統制の整備に一層取り

部統制を整備し、厳正に対処すべき 組む。

である。 （指摘事項）

企業立地推進 令和２年 支出負担行為の遅延について

課 ７月９日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、所属におけるチェック

制のための手続として支出負担行為 体制を強化し、複数の担当者に

を行うこととされている時期は、契 よる書類確認とスケジュール管

約を締結するときとされているが、 理を行い、支出負担行為及び契

令和元年度の備品購入契約等につい 約書の作成事務等の適正な執行

て、支出負担行為を業務完了後又は と再発防止に努める。

納品後に行っていた事例が２件（契

約額合計 92,000円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

雇用政策課 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

７月９日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、奈良県補助金等交付

補助金等の交付決定は、県が交付申 規則、奈良県会計規則に基づき、

請者に対して、補助事業等を行った 決裁過程において所属における

場合に一定金額の補助金等を交付す チェック体制を強化すると共

る旨の意思決定である。令和元年度 に、補助金交付要綱の解釈につ

において、交付決定に当たり、１か いて担当者間での事務引継を確

月以上３か月未満遡った日付を交付 実に行い、適正な事務の執行と

決定日としていた事例が２件（交付 再発防止に努める。

決定額合計 2,244,788円）認められ

た。そして、補助事業者等は、交付
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決定の内容及びこれに付された条件

等に従い補助事業等を行わなければ

ならないこととされているが、上記

のうち１件（交付決定額 2,174,000

円）では、県が実際に交付決定を行

った日よりも前に補助対象事業の労

働相談等の事業に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続と

して支出負担行為を行うこととされ

ている時期は、交付決定をするとき

とされているが、上記の２件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

農 林 部

企画管理室 令和２年 支出負担行為の遅延について

７月３０日 委託料、工事請負費等契約を必要 指摘を受けた内容について、

とする経費について、予算執行の統 室内の職員へ周知を行った。再

制のための手続として支出負担行為 発防止策として、部内で会計事

を行うこととされている時期は、契 務研修会を開催し、知識の習得

約を締結するときとされているが、 及び意識の向上に努めた。また、

令和元年度の備品購入契約につい 今後は、事業の進捗状況を複数

て、支出負担行為を納品後に行って の職員で把握しながら、支出負

いた事例が１件（契約額 20,900円 担行為事務の適正な執行に努め

）認められた。 る。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

マーケティン 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

グ課 ７月３０日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則及び奈良県契

とする経費について、予算執行の統 約規則等に基づき、支出負担行

制のための手続として支出負担行為 為及び契約書の作成事務等の適

を行うこととされている時期は、契 正な執行に努めるとともに、複

約を締結するときとされているが、 数名の職員における事務の進捗

令和元年度の委託契約について、支 確認や決裁過程におけるチェッ

出負担行為を行うこととされている ク体制を整備し、適正な事務処

日から1か月以上遅延して支出負担 理に努める。

行為を行っていた事例が１件（契約

額 968,352円）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、
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県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の１件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

首都圏における食のアンテナショッ

プの契約内容等の検討について

県産農産品の首都圏への需要拡大 新拠点の負担金については、

の情報発信を行うことを目的とした 運営事業者に責任とインセンテ

「食」のアンテナショップとして東 ィブを持ってもらうため、近隣

京都港区に設置したレストラン「と 類似施設の状況を踏まえ、売上

きのもり」については、県が土地・ の５％に設定し、今後の売上実

建物の賃借料（19,440千円/年）を 績を鑑みて、２年後を目途に見

全額負担する一方、受託者が毎月の 直しを検討することとしてい

レストランの運営等による売上高の る。

７％を負担金として県に支払うこと 新拠点の目標の一つである「

とした運営業務委託契約を締結して 本県の食の魅力発信」の効果測

いた。 定のための指標を現在検討中で

この負担金については、公募プロ あり、県と運営事業者が連携し

ポーザル方式による受託者選定の際 てＰＤＣＡサイクルをしっかり

に、受託者が技術提案書に県への負 と回していく。

担金として、年間売上高計画額の７

％に相当する9,484,000円（事業の

初年度）、10,965,000円（事業の２

年度）と記載していたことから、県

がこの負担金を収受することによ

り、上記の賃借料について実質的に

県と受託者とで半分程度ずつ負担す

ることを想定していた。

しかし、受託者は、契約期間（平

成27年8月26日から令和2年3月31日

）中に、年間売上高計画額を達成す

るには至らず、県が収受した負担金

の額は、平成27年度 1,184,058円、

28年度 4,089,628円（技術提案書の

9,484,000円に対する割合43％）、29

年度 5,156,004円（同54％）、30年

度 6,042,488円（同64％）、令和元

年度 5,907,660円（同62％）となっ

ていた。

当該レストランは、既に令和2年3

月末に閉店しており、今後は、令和

3年夏頃に「奈良まほろば館」と統

合・移転し、新たなレストラン運営

を行う予定としているが、これまで

の売上目標未達成の原因分析や負担
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金率設定等についての検証を行った

上で、今後の負担金の算定方法につ

いて、売上高の一定割合とする場合

には、受託者の提案内容の履行の確

保を図るために、県が最低限収受す

る負担金の額を併せて設定するな

ど、契約内容を検討する必要がある

と認められる。

また、県が県産食材のイメージア

ップ、ブランド力向上をめざすアン

テナショップとしての事業目標の達

成、事業効果の確保を図るために、

あらかじめ事業目標、効果測定指標

等を定めた上で、事業の評価を的確

に行い、ＰＤＣＡサイクルを十分機

能させる必要があると認められる。

（意見事項）

農業水産振興 令和２年 補助金等の額の確定に係る不適切な

課 ７月３０日 事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 補助金等に係る額の確定通知

補助金等の額の確定は、県が報告書 等の進捗状況を把握できるチェ

等の書類審査及び必要に応じて行う ックシートを作成及び活用し、

現地調査等により、補助金等の交付 常に複数の担当者がチェックで

の決定の内容及びこれに付した条件 きる体制とすることで内部統制

に補助事業者が実施した補助事業等 の整備に取り組む。また、適正

の成果が適合したことを認め、交付 な会計事務の執行について関係

すべき補助金等の額を確定する旨の 法令及び規則等について再度周

意思決定である。令和元年度におい 知徹底を図り再発防止に努め

て、実績報告書の提出を受けた日か る。

ら額の確定を通知するまでの期間が

３か月以上経過していた事例が１件

（交付決定額 4,415,000円）認めら

れた。このため、補助事業者への支

払いも実績報告書を受け取った日か

ら、３か月以上経過していた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

畜産課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月３０日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、各職員に対し、奈良

とする経費について、予算執行の統 県会計規則、奈良県契約規則等

制のための手続として支出負担行為 関係法令の周知を図るととも

を行うこととされている時期は、契 に、職員間での情報共有や書類

約を締結するときとされているが、 確認を徹底するなど、決裁過程

令和元年度の委託契約について、支 におけるチェック体制を強化す

出負担行為を行うこととされている ることにより、実効性のある内

日から１か月以上３か月未満遅延し 部統制の整備に取り組みなが

て支出負担行為を行っていた事例が ら、支出負担行為及び契約書作

２件（契約額合計 1,160,568円）認 成事務等の適正な執行と再発防

められた。 止に努める。
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また、業務開始日までに、当該契

約に係る予算の再配当を受けていな

かった。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の２件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成が遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

担い手・農地 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

マネジメント ７月３０日 延について

課 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則、奈良県契約

とする経費について、予算執行の統 規則等に基づき、適正な時期に

制のための手続として支出負担行為 支出負担行為及び契約書の作成

を行うこととされている時期は、契 を行うよう課内周知するととも

約を締結するときとされているが、 に、会計事務処理に係る管理表

令和元年度の利用契約等について、 等の活用による進捗管理を徹底

支出負担行為を行うこととされてい し、適正な事務の執行と再発防

る日から大幅に遅延して支出負担行 止に努める。

為を行っていた事例が２件（契約額

合計 1,838,000円）認められた。そ

の態様の内訳は、①支出負担行為を

納品後に行っていた事例が１件、②

業務完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上の事例が１件

となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 1,800,000円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）
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補助金等の交付決定等に係る不適切

な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 奈良県会計規則、奈良県補助

補助金等の交付決定は、県が交付申 金等交付規則等に基づき、適切

請者に対して、補助事業等を行った な補助金交付決定等を行うよう

場合に一定金額の補助金等を交付す 課内周知するとともに、会計事

る旨の意思決定である。令和元年度 務処理に係る管理表等の活用に

において、交付決定に当たり、実際 よる進捗管理を徹底し、適正な

に交付決定を行った日から１か月以 事務の執行と再発防止に努め

上遡った日付を交付決定日としてい る。

た事例が１件（当初交付決定額 44,

909,000円）認められた。そして、

補助事業者等は、交付決定の内容及

びこれに付された条件等に従い補助

事業等を行わなければならないこと

とされているが、上記の１件では、

県が実際に交付決定を行った日より

も前に補助対象事業である農地の管

理業務に着手していた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

農村振興課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月３０日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 注意を受けた内容について、

とする経費について、予算執行の統 全職員に周知を行うとともに、

制のための手続として支出負担行為 事務進捗の確認について、複数

を行うこととされている時期は、契 の係で実施することを徹底し

約を締結するときとされているが、 た。また、企画管理室主催の研

令和元年度の委託契約について、支 修へ積極的に参加させ、各職員

出負担行為を行うこととされている の知識の定着を図った。

日から１か月以上３か月未満遅延し 今後は、奈良県会計規則、奈

て支出負担行為を行っていた事例が 良県契約規則等に基づき、適正

２件（契約額合計 459,000円）認め な執行に努める。

られた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の２件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。
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今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

林業振興課 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

７月２９日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 相手方に対し、事業の着手に

補助金等の交付決定は、県が交付申 関し、実施時期等を注意喚起す

請者に対して、補助事業等を行った るとともに、補助金交付申請書

場合に一定金額の補助金等を交付す 類の作成及び提出について期限

る旨の意思決定である。令和元年度 を設定し、速やかに補助金交付

において、交付決定に当たり、実際 申請書類の作成提出を求め、支

に交付決定を行った日から１か月以 出負担行為を適宜行うよう努め

上３か月未満遡った日付を交付決定 ている。

日としていた事例が６件（交付決定

額合計 7,773,000円）認められた。

そして、補助事業者等は、交付決定

の内容及びこれに付された条件等に

従い補助事業等を行わなければなら

ないこととされているが、上記のう

ち２件（交付決定額合計 4,090,000

円）では、県が実際に交付決定を行

った日よりも前に補助対象事業であ

る木材搬出用機械の借受等に着手し

ていた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の６件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

奈良の木ブラ 令和２年 負担金の交付事務に係る審査等の体

ンド課 ７月２９日 制のあり方について

県の担当課室が補助事業者等であ 実行委員会負担金の適切な審

る実行委員会等の事務局を兼ねてい 査を確保するため、令和２年度

る場合、利益相反のおそれがあるた より負担金の交付事務担当職員

め、当該補助金等の交付事務に係る と実行委員会の事務職員と別に

責任者及び担当職員を、実行委員会 し、適切な事務執行に努めてい

等の事務局長及び事務局員と別の者 る。

にする等、より透明性の高い審査体

制とするよう努めることとされてい

るが、令和元年度「奈良の木づかい

運動」実行委員会への負担金につい

ては、負担金の交付事務を担当する
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職員を、当該負担金の交付申請や交

付対象事業を行う同実行委員会の事

務局員と兼務させ別の者にしていな

かった。

今後、負担金の交付事務の執行に

当たっては、交付事務担当職員を同

実行委員会の事務職員と別の者にす

るなど、負担金の適切な審査の確保

が図られるよう、審査等の体制を整

備されたい。 （意見事項）

森林整備課 令和２年 支出負担行為の遅延について

７月２９日 委託料、工事請負費等契約を必要 長期継続契約の支出負担行為

とする経費について、予算執行の統 等を行う際に、確認書類として、

制のための手続として支出負担行為 「契約締結権限等の委任及び支

を行うこととされている時期は、契 出負担行為等の手続に係る事務

約を締結するときとされているが、 処理の整理区分表」添付や、契

令和元年度の賃貸借契約について、 約・支出事務における合議の有

支出負担行為を行うこととされてい 無を確認できるチェックシート

る日から１か月以上３か月未満遅延 の作成などのチェック体制を整

して支出負担行為を行っていた事例 え、適切な執行と再発防止に努

が２件（契約額合計 6,629,040円） めている。

認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

負担金の交付事務に係る審査等の体

制のあり方について

県の担当課室が補助事業者等であ 今年度より、補助金等の交付

る実行委員会等の事務局を兼ねてい 事務に係る責任者及び担当職員

る場合、利益相反のおそれがあるた と、実行委員会等の事務局長及

め、当該補助金等の交付事務に係る び担当事務局員を別の者にし、

責任者及び担当職員を、実行委員会 適切な審査を行えるように体制

等の事務局長及び事務局員と別の者 を整備した。

にする等、より透明性の高い審査体

制とするよう努めることとされてい

るが、令和元年度ポスト「全国豊か

な海づくり」イベント実行委員会へ

の負担金については、負担金の交付

事務を担当する職員を、当該負担金

の交付申請や交付対象事業を行う同

実行委員会の事務局員と兼務させ別

の者にしていなかった。

今後、負担金の交付事務の執行に

当たっては、交付事務担当職員を同

実行委員会の事務職員と別の者にす

るなど、負担金の適切な審査の確保

が図られるよう、審査等の体制を整

備されたい。 （意見事項）

県土マネジメント部
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建設業･契約管 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

理課 ７月１６日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、事業の進捗管理と支出

制のための手続として支出負担行為 負担行為を行う時期の把握を行

を行うこととされている時期は、契 う。特に年度当初の支出負担行

約を締結するときとされているが、 為については、遅延等を防ぐた

令和元年度の使用料及び賃借料につ め、年度当初要処理業務一覧に

いて、支出負担行為を行うこととさ 業務内容、処理時期等を明記し

れている日から７か月以上遅延して 係単位で共通認識を持つととも

支出負担行為を行っていた事例が１ に、複数のチェック体制による

件（契約額 4,485,394円）認められ 管理を行い、適正な事務の執行

た。 と再発防止に努める。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の１件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

道路建設課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月１７日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 令和２年７月から、設計書の

とする経費について、予算執行の統 提出を起点とし「事業執行伺」

制のための手続として支出負担行為 「入札公告依頼」「設計図書閲

を行うこととされている時期は、契 覧」「開札日」「契約日」等を一

約を締結するときとされているが、 覧管理できる「発注計画一覧表

令和元年度の委託契約等について、 」を工事、委託業務ごとに作成

支出負担行為を行うこととされてい し管理職、係長、係員で共有で

る日から１か月以上３か月未満遅延 きるようにした。

して支出負担行為を行っていた事例 また管理職、係長が定期的に

が２件（契約額等合計 204,812,240 リストをチェックすることによ

円）認められた。 り支出負担行為をはじめ各手続

契約の締結をしようとするときは の遅延根絶に努めている。

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 91,839,000円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為
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及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

道路管理課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月１７日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、所属におけるチェック

制のための手続として支出負担行為 体制を強化し、複数の担当者に

を行うこととされている時期は、契 よる書類確認と管理職員による

約を締結するときとされているが、 業務の進捗管理を行い、支出負

令和元年度の委託契約について、支 担行為及び契約書の作成事務等

出負担行為を行うこととされている の適正な執行と再発防止に努め

日から１か月以上３か月未満遅延し る。

て支出負担行為を行っていた事例が

３件（契約額等合計 134,602,776円

）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 15,188,060円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

河川課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

７月１６日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、事業の進捗管理と適正

制のための手続として支出負担行為 な時期での支出負担行為及び契

を行うこととされている時期は、契 約書の作成を行う。特に年度当

約を締結するときとされているが、 初については、遅延等を防ぐた

令和元年度の委託契約について、支 め、年度当初要処理業務一覧に

出負担行為を行うこととされている 業務内容、処理時期等を明記し

日から１か月以上遅延して支出負担 係単位で共通認識を持つととも

行為を行っていた事例が１件（契約 に、複数のチェック体制による

額 2,223,288円）認められた。 管理を行い、適正な事務の執行

契約の締結をしようとするときは と再発防止に努める。

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の１件
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では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

砂防・災害対 令和２年 委託料及び賃借料の過年度支出につ

策課 ７月１６日 いて

地方自治法において、各会計年度 今後は会計年度独立の原則を

における歳出は、その年度の歳入を 課内で改めて共通認識とした上

もって、これに充てなければならな で、支出事務処理については、

いとされているが、平成30年度の土 データのリスト化による一元的

砂災害警戒区域等情報システムに係 な管理や請求書類を一冊のファ

る保守業務委託料（１件 73,872円 イルに集約することで、課内で

）及びWebサーバー賃貸借料（１件 の情報共有化を図り、支払い手

19,000円）について、業務が完了し、 続きの遺漏や遅延等の再発防止

請求書が平成30年度中に提出されて に努める。

いたのに、これに係る支出事務を失

念したため、令和元年7月に令和元

年度予算から支出していて、過年度

支出となっていた。

今後は、同法に規定されている上

記の会計年度独立の原則に基づき適

正な事務処理に努めるとともに、複

数職員による確認を十分に行うな

ど、内部のチェック体制の整備等を

図られたい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 支出負担行為及び契約書の作

とする経費について、予算執行の統 成においては、各土木事務所か

制のための手続として支出負担行為 らの進達に基づく本課契約が大

を行うこととされている時期は、契 半であるため、今後は各土木事

約を締結するときとされているが、 務所との連絡調整を密にし、支

令和元年度の工事請負契約等につい 出負担行為及び契約書の作成事

て、支出負担行為を行うこととされ 務の対象案件はデータで一元的

ている日から１か月以上３か月未満 に管理し、課内の複数の職員に

遅延して支出負担行為を行っていた よるチェック体制を構築するこ

事例が６件（契約額等合計 445,591 とで、奈良県会計規則等に則っ

,692円）認められた。 た適正な事務執行と遅延の再発

契約の締結をしようとするときは 防止に努める。

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 669,900円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作成を

遅延していた。
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今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

下水道課 令和２年 支出負担行為の遅延について

７月１６日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県流域下水道事

とする経費について、予算執行の統 業会計規則等に基づき、所属に

制のための手続として支出負担行為 おけるチェック体制を強化し、

を行うこととされている時期は、契 複数職員による情報共有、書類

約を締結するときとされているが、 確認及びスケジュール管理を行

令和元年度の広告契約について、支 い、支出負担行為事務の適正な

出負担行為を行うこととされている 執行と再発防止に努める。

日から１か月以上遅延して支出負担

行為を行っていた事例が１件（契約

額 11,000円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

まちづくり推進局

建築安全推進 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

課 ８月４日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 再発を防止するため、今回の

補助金等の交付決定は、県が交付申 不適切な事務執行に関して課内

請者に対して、補助事業等を行った で情報共有を行い、決裁過程に

場合に一定金額の補助金等を交付す おいて回議を受けた課員全員が

る旨の意思決定である。令和元年度 各自で内容を精査するよう周知

において、交付決定に当たり、実際 し、多重チェックが有効に機能

に交付決定を行った日から１か月以 するよう体制を整えた。また、

上遡った日付を交付決定日としてい 繁忙期の事務処理の平準化を図

た事例が１件（交付決定額 5,650,0 るため３月に交付申請事前審査

00円）認められた。そして、補助事 の実施を行うことで４月に入っ

業者等は、交付決定の内容及びこれ て速やかに交付決定の手続きを

に付された条件等に従い補助事業等 行えるよう事務を改善する。

を行わなければならないこととされ 今後は、奈良県補助金等交付

ているが、上記の１件では、県が実 規則、奈良県会計規則等の遵守

際に交付決定を行った日よりも前に と適正な事務の執行に努める。

本件の補助対象となる補助事業者が

間接補助事業者の行う間接補助事業

について交付決定を行っていた。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の１件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則



40

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

会 計 局

会計局 令和２年 会計書類の管理について

８月１７日 スポーツ振興課の所管事業である 今回の事案を踏まえ、支出負

平成30年度「第６回ツアー・オブ・ 担行為決議書、事業執行伺等の

奈良・まほろば負担金」に係る精算 合議に係る会計書類について、

手続の決裁過程で、保存期間が５年 受払方法の改善を行った。

と定められている精算書、支出負担 会計書類の受払を記録するこ

行為決議書、交付申請書、実績報告 とにより、書類の所在、処理状

書、負担金確定検査書等の会計書類 況を随時確認することを可能と

の紛失が認められた。 するため、整理簿（会計書類受

６年前にも会計書類の紛失があ 渡簿）を定め、事業課及び会計

り、会計局においては、会計局決裁 課の担当者が、合議や返却の際

後の会計書類の返却方法を変更した に氏名及び日付を各自記入し、

が、今回の事案を踏まえ、奈良県行 全庁受渡フォルダ上でデータ管

政文書管理規則に基づき、会計書類 理することとした。整理簿への

の受払方法のより一層の改善を検討 記入を徹底し、適正な書類管理

するなど、適正な管理に努められた に努めたい。

い。 （意見事項）

議 会 事 務 局

議会事務局 令和２年 支出負担行為の遅延について

８月１７日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、計画的に物品等の購入

制のための手続として支出負担行為 を行うとともに、支出負担行為

を行うこととされている時期は、契 作成事務等の適正な執行を行う

約を締結するときとされているが、 ため、係単位での認識の共有及

令和元年度の備品購入契約につい び複数のチェック体制により管

て、支出負担行為を納品後に行って 理を行うなど、適正な事務の執

いた事例が１件（契約額 29,095円 行に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

教 育 委 員 会

企画管理室 令和２年 補助金等の交付決定等に係る不適切

８月２５日 な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、奈良県補助金等交付

補助金等の交付決定は、県が交付申 規則、奈良県会計規則等に基づ

請者に対して、補助事業等を行った き、交付決定等の事務処理を計

場合に一定金額の補助金等を交付す 画的に行うとともに、複数の職

る旨の意思決定である。令和元年度 員によるスケジュール管理を行

において、交付決定に当たり、交付 うなど、所属におけるチェック

決定日としていた日付が事実と大幅 体制を強化し、適正な事務の執

に相違していた事例が４件（交付決 行と再発防止に努める。
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定額合計 600,000円）認められた。

その態様の内訳は、実際に交付決定

を行った日から、①２か月以上遡っ

た日付を交付決定日としていた事例

が１件、②３か月以上遡った日付を

交付決定日としていた事例が３件と

なっていた。そして、補助事業者等

は、交付決定の内容及びこれに付さ

れた条件等に従い補助事業等を行わ

なければならないこととされている

が、上記のうち３件（交付決定額合

計 450,000円）では、県が実際に交

付決定を行った日よりも前に補助対

象事業である研修会等を開催し、講

師への謝金を支出する等の事業に着

手していた。

また、補助金等の交付決定額につ

いて、予算執行の統制のための手続

きとして支出負担行為を行うことと

されている時期は、交付決定をする

ときとされているが、上記の４件で

は、交付決定日としていた日付と同

様に支出負担行為の日付を遡ってい

た。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の委託契約について、支 制を強化し、支出負担行為及び

出負担行為を行うこととされている 契約書の作成事務等の適正な執

日から１か月以上遅延して支出負担 行と再発防止に努める。

行為を行っていた事例が１件（契約

額 19,140,000円）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の１件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為
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及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

内部統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

教育政策推進 令和２年 支出負担行為の遅延について

課 ８月２５日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を納品後に行って 契約書の作成事務等の適正な執

いた事例が１件（契約額 547,250円 行と再発防止に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

学校支援課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

８月２５日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の委託契約等について、 制を強化し、支出負担行為及び

支出負担行為を行うこととされてい 契約書の作成事務等の適正な執

る日から大幅に遅延して支出負担行 行と再発防止に努める。

為を行っていた事例が５件（契約額

等合計 57,771,904円）認められた。

その態様の内訳は、①支出負担行為

を業務完了後に行っていた事例が１

件、業務完了前であるが支出負担行

為の遅延期間が、②１か月以上３か

月未満の事例が３件、③９か月以上

の事例が１件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

２件（契約額合計 54,982,800円）

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、
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実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

教職員課 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

８月２５日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の委託契約等について、 制を強化し、支出負担行為及び

支出負担行為を行うこととされてい 契約書の作成事務等の適正な執

る日から１か月以上３か月未満遅延 行と再発防止に努める。

して支出負担行為を行っていた事例

が２件（契約額等合計 2,075,268円

）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 1,962,000円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組まれたい。 （注意事項）

学校教育課 令和２年 補助金等の交付決定等及び額の確定

８月２５日 に係る不適切な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、奈良県補助金等交付

補助金等の交付決定は、県が交付申 規則、奈良県会計規則等に基づ

請者に対して、補助事業等を行った き、交付決定や額の確定等の事

場合に一定金額の補助金等を交付す 務処理を計画的に行うととも

る旨の意思決定である。令和元年度 に、複数の職員によるスケジュ

において、交付決定に当たり、実際 ール管理を行うなど、所属にお

に交付決定を行った日から１か月以 けるチェック体制を強化し、適

上３か月未満遡った日付を交付決定 正な事務の執行と再発防止に努

日としていた事例が４件（交付決定 める。

額合計 7,556,000円）認められた。

そして、補助事業者等は、交付決定

の内容及びこれに付された条件等に

従い補助事業等を行わなければなら

ないこととされているが、上記の４

件では、県が実際に交付決定を行っ

た日よりも前に補助対象事業である

運行委託契約等の事業に着手してい

た。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き
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として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の４件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

さらに、補助事業者等より実績報

告書等の報告を受けた場合におい

て、当該報告書の書類の審査及び必

要に応じて行う現地調査により、そ

の報告に係る補助事業等の成果が補

助金等の交付の決定の内容及びこれ

に付した条件に適合するかどうかを

調査することとされているが、令和

元年度の補助金等について、実績報

告書に添付された収支決算書に記載

された内容と支出証拠書類の突合等

による審査を全く行わず額の確定を

行っていた事例が１件（交付決定額

500,000円）認められた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者間の情報共

を行うこととされている時期は、契 有を徹底するとともに、所属に

約を締結するときとされているが、 おけるスケジュール管理体制の

令和元年度の委託契約について、支 強化を図り、支出負担行為及び

出負担行為を行うこととされている 契約書の作成事務等の適正な執

日から大幅に遅延して支出負担行為 行と再発防止に努める。

を行っていた事例が５件（契約額合

計 1,591,060円）認められた。その

態様の内訳は、①支出負担行為を業

務完了後に行っていた事例が１件、

②業務完了前であるが支出負担行為

の遅延期間が１か月以上３か月未満

の事例が４件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

４件（契約額合計 1,299,200円）で

は、支出負担行為と同様に契約書の

作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県
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契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

人権・地域教 令和２年 土地建物貸付料の徴収不足について

育課 ８月２５日 社会教育センター貸付料の徴収に 今後は、契約書に基づき、複

ついて、契約書では消費税法及び消 数の担当者による書類確認とス

費税に関する諸法令の改定がある場 ケジュール管理を行うなど、所

合には、税額の計算の方法等改定内 属におけるチェック体制を強化

容を反映させた貸付料に改定すると し、歳入調定等の適正な執行と

しているのに、令和元年10月から令 再発防止に努める。

和2年9月までの賃借料を令和元年10

月の消費税法改定前の貸付料のまま

調定し、徴収額が277,776円不足し

ていた。

また、令和元年10月から令和2年3

月までの貸付料について、契約書で

定められた納期限（令和元年10月25

日）を経過した後に、遅延して納入

の通知を行っていた。

今後は、契約書に基づき、事務の

適正な執行に努めるとともに、再発

防止に向けた内部のチェック体制の

整備に取り組むべきである。

（指摘事項）

補助金等の交付決定等に係る不適切

な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後は、奈良県補助金等交付

補助金等の交付決定は、県が交付申 規則、奈良県会計規則等に基づ

請者に対して、補助事業等を行った き、複数の担当者による書類確

場合に一定金額の補助金等を交付す 認とスケジュール管理を行うな

る旨の意思決定である。令和元年度 ど、所属におけるチェック体制

において、交付決定に当たり、実際 を強化し、補助金の交付決定並

に交付決定を行った日から１か月以 びに支出負担行為事務等の適正

上３か月未満遡った日付を交付決定 な執行と再発防止に努める。

日としていた事例が２６件（交付決

定額合計 35,792,000円）認められ

た。そして、補助事業者等は、交付

決定の内容及びこれに付された条件

等に従い補助事業等を行わなければ

ならないこととされているが、上記

のうち６件（交付決定額合計 9,994

,000円）では、県が実際に交付決定

を行った日よりも前に補助対象事業

である協議会の開催等の事業に着手

していた。

また、補助金等の交付決定額につ

いて、予算執行の統制のための手続

きとして支出負担行為を行うことと

されている時期は、交付決定をする

ときとされているが、上記の２６件
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では、交付決定日としていた日付と

同様に支出負担行為の日付を遡って

いた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為事務

て、支出負担行為を納品後に行って 等の適正な執行と再発防止に努

いた事例が１件（契約額 19,008円 める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

保健体育課 令和２年 支出負担行為の遅延について

８月２５日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の委託契約について、支 制を強化し、支出負担行為及び

出負担行為を行うこととされている 契約書の作成事務等の適正な執

日から１か月以上３か月未満遅延し 行と再発防止に努める。

て支出負担行為を行っていた事例が

３件（支出負担行為額等合計 29,82

8,000円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

補助金等の交付決定等に係る不適切

な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定める 今後、補助金交付事務につい

補助金等の交付決定は、県が交付申 ては、関係法令、奈良県補助金

請者に対して、補助事業等を行った 等交付規則、奈良県会計規則等

場合に一定金額の補助金等を交付す に基づき、複数の担当者による

る旨の意思決定である。令和元年度 書類確認とスケジュール管理を

において、交付決定に当たり、実際 行うなど、所属におけるチェッ

に交付決定を行った日から１か月以 ク体制を強化し、適正な事務執
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上３か月未満遡った日付を交付決定 行が行えるよう努める。

日としていた事例が９件（交付決定

額合計 15,128,000円）認められた。

そして、補助事業者等は、交付決定

の内容及びこれに付された条件等に

従い補助事業等を行わなければなら

ないこととされているが、上記の９

件では、県が実際に交付決定を行っ

た日よりも前に補助対象事業である

部活動指導員の配置に着手してい

た。

また、補助金等の交付決定につい

て、予算執行の統制のための手続き

として支出負担行為を行うこととさ

れている時期は、交付決定をすると

きとされているが、上記の９件では、

交付決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計規則

等に基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組まれ

たい。 （注意事項）

教育研究所 令和２年 かい長へ委任された事務の範囲に含

４月１５日 まれていない契約締結について

平成30年度の物品の賃貸借契約１ 今後は、奈良県契約規則及び

件（契約額 187,920円）について、 関係通知に基づき、適正な契約

奈良県契約規則第２６条等により教 事務の執行に努め、かいへの契

育研究所長に委任された契約締結に 約締結の委任範囲を超えないよ

関する事務の範囲には含まれておら う契約事務を行う。 そのため、

ず、本来は教育委員会事務局企画管 契約を行う際には、教育研究所

理室で契約事務を行うこととされて 長に委任された契約締結に関す

いるのに、同所長が契約締結に関す る事務の範囲を管理職をはじめ

る事務を行っていた。 とした内部でチェックする体制

今後は、奈良県契約規則及び関係 を確立する。

通知に基づき、適正な契約事務の執

行に努められたい。 （注意事項）

警 察 本 部

警察本部 令和２年 運転免許の受験資格の欠格期間を誤

７月３１日 教示したことによる損害賠償の発生

について

平成30年2月に運転免許課におい 発覚後は、受験資格調査票の

て、運転免許の受験資格の欠格期間 様式を変更した。また、受験資

を誤教示し、相手方に損害が発生し 格についての回答は、関係書類

たとして、令和2年3月の議会の議決 を複数の係で確認することによ

を経て656,328円の賠償金を支出し り、所属におけるチェック体制

ていた事案が認められた。 を強化し、再発防止に努めてい

今後は、運転免許の受験資格の欠 る。

格期間を教示する際に、慎重な確認

を行った上で教示する等、再発防止

に努めるべきである。（指摘事項）
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イ 出先機関

部局及び所属名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

地 域 振 興 部

万葉文化館 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成の遅

８月６日 延について

委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則、奈良県契約

とする経費について、予算執行の統 規則等に基づき、支出負担行為

制のための手続として支出負担行為 及び契約書の作成事務等の適正

を行うこととされている時期は、契 な執行に努めるとともに、契約

約を締結するときとされているが、 案件、契約時期を一覧できるチ

令和元年度の委託契約等について、 ェックリストを作成して進捗状

支出負担行為を行うこととされてい 況を的確に管理するなど、各段

る日から大幅に遅延して支出負担行 階で実効性のあるチェック体制

為を行っていた事例が５件（契約額 を整備し、適正な事務処理に努

合計 12,470,380円）認められた。 める。

その態様の内訳は、①支出負担行為

を業務完了後又は納品後に行ってい

た事例が２件、業務完了前であるが

支出負担行為の遅延期間が、②１か

月以上３か月未満の事例が２件、③

３か月以上の事例が１件となってい

た。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

３件（契約額合計 12,078,980円）

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

民俗博物館 令和２年 支出負担行為の遅延について

３月１１日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 支出負担行為事務の適正な執行

制のための手続として支出負担行為 に努めるとともに、契約案件、

を行うこととされている時期は、契 契約時期を一覧できるチェック

約を締結するときとされているが、 リストを作成して進捗状況を的

令和元年度の賃貸借契約について、 確に管理するなど、各段階で実

支出負担行為を行うこととされてい 効性のあるチェック体制を整備

る日から、１か月以上３か月未満遅 し、適正な事務処理に努める。

延して支出負担行為を行っていた事

例が２件（支出負担行為額合計 183

,504円）認められた。



49

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

かい長へ委任された事務の範囲に含

まれていない契約締結について

平成30年度及び令和元年度の物品 奈良県契約規則等に基づき、

の賃貸借契約３件（契約額合計 1,2 適正な契約事務の執行に努める

95,476円）について、奈良県契約規 とともに、支出負担行為事務に

則第２６条等により民俗博物館長に かかるチェックリストを活用し

委任された契約締結に関する事務の て実効性のあるチェック体制を

範囲には含まれておらず、本来は文 整備し、適正な事務処理に努め

化資源活用課で契約事務を行うこと る。

とされているのに、同館長が契約締

結に関する事務を行っていた。

今後は、奈良県契約規則及び関係

通知に基づき、適正な契約事務の執

行に努められたい。 （注意事項）

福 祉 医 療 部

中和福祉事務 令和２年 支出事務に係る不適切な事務処理に

所 ３月１１日 ついて

平成30年度の委託料及び扶助費に 今後は事務所あて請求書につ

ついて、本来公費で負担すべきであ いては係長が副本を専用ファイ

るのに、職員が平成30年10月から平 ルで保存・管理を行い、担当者

成31年4月までの間に、私費で支払 は正本に基づき、支払処理を行

っていた事例が３件（合計額 47,88 う。処理期限については請求書

8円）認められた。 受領後２週間以内を厳守するた

今後は、支出事務の適正な執行に め、係長が随時チェックをする。

努めるとともに、再発防止のため、

事務処理におけるチェック体制を整

備するなど、実効性のある内部統制

の整備に取り組むべきである。

（指摘事項）

生活保護費返還金等に係る未収金の

不適正な事務処理について

生活保護費返還金等の未収金の債 今後は、税外未収金に係る債

権管理に当たり、戻入未納金、本人 権管理の適正化に関する指針に

支払額及び特別障害者手当返納金等 基づき、戻入未納金、本人支払

の未収金（令和元年10月31日時点で 額、特別障害者手当返納金等の

５７４件 計 11,086,370円）につい 未収金についても債権管理簿を

て、債権管理を適切に行うために必 作成し、催告書の送付は年２回

要となる債権管理簿を作成しておら 定期的に行う。

ず、また、平成30年度において、平

成28年度以前に発生した債権の一部

について、催告書を送付していない

など、未収金の債権管理が適正に行

われていない事態が見受けられた。

今後は、税外未収金に係る債権管

理の適正化に関する指針に基づき債
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権管理簿の整備を行い、適切な債権

管理に努めるとともに、定期的な納

付指導を行い、未収金の回収に努め

るべきである。 （指摘事項）

自動車使用伺兼使用報告書の承認・

確認の不備について

自動車の使用に当たっては、自動 自動車使用伺兼使用報告書に

車使用伺兼使用報告書により、所属 よる、所属長の使用承認及び所

長の使用承認を受け、使用後その使 属長への使用報告について、職

用状況を所属長に報告することとさ 員への周知徹底を行った。

れているが、平成30年4月から令和 今後は、自動車の管理及び使

元年10月までの間の使用（９台分 用に関する規則に則り、適正な

使用回数合計 ３,５８３回）につい 事務処理に努める。

て、所属長による使用承認、使用報

告の確認が全く行われていなかっ

た。

今後は、自動車の管理及び使用に

関する規則に基づき、適正な事務処

理に努められたい。 （注意事項）

公用車の定期点検整備の不実施につ

いて

公用車の定期点検整備について 令和2年度は4月(1台)、6月(2

は、道路運送車両法により自動車の 台)、7月(1台)、1月(1台)、2月

使用者に定期点検整備の実施が義務 (2台)に、道路運送車両法に基

づけられており、平成30年10月には づく定期点検整備を実施した（

公用車の定期点検整備の実施の徹底 ほか1台は令和2年7月に新車購

を図るよう総務部長通知が発出され 入）。

ているのに、平成30年度において、 今後は、定期点検及び車検ス

公用車５台について定期点検整備を ケジュール表の作成、複数人数

実施していなかった。 による定期点検時期の確認を行

定期点検整備の不実施による整備 い、道路運送車両法に則り、適

不良に起因する事故発生のおそれも 切に公用車の定期点検整備を実

危惧されることから、今後は、同法、 施する。

同通知等に基づき、公用車の定期点

検整備を適切に実施されたい。

（注意事項）

視覚障害者福 令和２年 支出負担行為の遅延について

祉センター ３月２３日 委託料、工事請負費等契約を必要 奈良県会計規則等に基づき、

とする経費について、予算執行の統 支出負担行為事務の適正な執行

制のための手続として支出負担行為 に努めるとともに、決裁過程に

を行うこととされている時期は、契 おけるチェック体制の強化及び

約を締結するときとされているが、 スケジュール管理の徹底により

令和元年度の賃貸借契約について、 適正な事務処理に努める。

支出負担行為を行うこととされてい

る日から１か月以上３か月未満遅延

して支出負担行為を行っていた事例

が４件（支出負担行為額合計 1,338

,558円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実
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効性のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

こども・女性局

精華学院 令和２年 公用車の自動車損害賠償責任保険料

３月２４日 の支払の遅延について

公用車の継続車検受検に係る自動 今後は、車検満了期日を再確

車損害賠償責任保険料について、受 認のうえ、車検受検前に前払い

検日の後に支出していた事例が１件 による支出を行うよう、 奈良

（保険料 25,830円）認められた。 県会計規則ほか各関係法令、通

自動車損害賠償責任保険料の後払 知等に基づき、車検業者にも趣

いは、業者に対し保険会社等への立 旨を説明した上で、適切な事務

替払を強いることとなるため、今後、 処理を行うように努める。

保険料の支出については適時適正に

処理されたい。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今回の不適切な事務執行につ

とする経費について、予算執行の統 いて院内で事務処理状況等の情

制のための手続として支出負担行為 報共有を図りながら、契約案件

を行うこととされている時期は、契 ごとに支出負担行為のチェック

約を締結するときとされているが、 リスト等を作成することによ

令和元年度の備品購入契約につい り、スケジュール管理を徹底し、

て、支出負担行為を納品後に行って 支出負担行為事務の適正な執行

いた事例が１件（契約額 69,768円 に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

自動車使用伺兼使用報告書の承認・

確認の不備について

自動車の使用に当たっては、自動 自動車使用伺兼使用報告書に

車使用伺兼使用報告書により、所属 よる、所属長への使用伺及び使

長の使用承認を受け、使用後その使 用報告について、職員への周知

用状況を所属長に報告することとさ 徹底を行うと共に、管理職によ

れているが、平成31年4月から令和 る使用承認及び使用報告の確認

元年10月末までの間の使用（３台分、 を常時行う。

使用回数合計 ２７３回）について、 今後は、自動車の管理及び使

所属長による使用承認、使用報告の 用に関する規則に則り、適正な

確認が全く行われていなかった。 事務執行に努める。

今後は、自動車の管理及び使用に

関する規則に基づき、適正な事務処

理に努められたい。 （注意事項）

内部統制の強化・充実について

今回の監査において、支出事務等 事務の執行に際しては、関係

について、不適正な事務処理が散見 法令や諸規程類の確認を徹底

された。 し、特に指導のあった点は事務

事務の執行に当たっては、関係法 処理方法の確認や見直し、書類

令、規則等に基づいて処理するとと 作成時の内容、添付書類、日付、
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もに、決裁過程におけるチェック体 印鑑の確認等に関し、職員への

制を強化するなど、実効性のある内 指導を徹底する。また、管理職

部統制の整備に取り組まれたい。 による決裁過程におけるチェッ

（注意事項） ク体制の一層の強化に努める。

産業・雇用振興部

競輪場 令和２年 車券発売金等の調定事務の遅延につ

８月１９日 いて

令和元年度の車券発売金等につい 所属の事務処理体制を見直す

て、売上金額等を確認したとき、速 とともに、事務処理スケジュー

やかに調定すべきであるのに、調定 ルの確認を行い、的確に事務処

の時期が１か月から５か月遅延して 理を行うことができるように取

いた事例が１９３件（調定額合計 1 り組む。

3,010,124,900円）認められた。 また、会計規則等に基づく適

また、施設賃貸料について、奈良 正な事務の執行と進捗管理を徹

県公有財産規則で定められた納期限 底し、再発防止に努める。

を経過した後（最長で１２か月経過

）に、遅延して納入の通知を行って

いた事例が４件（調定額合計 274,5

84円）認められた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

公有財産規則に基づき、調定事務の

適時適正な執行に努めるとともに、

再発防止に向けた内部のチェック体

制の整備に取り組むべきである。

（指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 契約の相手方との連絡を密に

とする経費について、予算執行の統 し、早い段階から契約事務の準

制のための手続として支出負担行為 備に着手する。

を行うこととされている時期は、契 また、会計規則等に基づく適

約を締結するときとされているが、 正な事務の執行と進捗管理を徹

令和元年度の賃貸借契約について、 底し、再発防止に努める。

支出負担行為を業務完了後に行って

いた事例が２件（契約額合計 36,04

3,000円）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記の２件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）
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公用車の定期点検整備の不実施につ

いて

公用車の定期点検整備について 定期点検整備の時期を事前に

は、道路運送車両法により自動車の 確認し、所属で共有することに

使用者に定期点検整備の実施が義務 より、再発防止に努める。

づけられており、平成30年10月には

公用車の定期点検整備の実施の徹底

を図るよう総務部長通知が発出され

ているのに、令和元年度において、

公用車１台について定期点検整備を

実施していなかった。

定期点検整備の不実施による整備

不良に起因する事故発生のおそれも

危惧されることから、今後は、同法、

同通知等に基づき、公用車の定期点

検整備を適切に実施されたい。

（注意事項）

内部統制の強化・充実について

今回の監査において、調定事務等 不適切事案の発生の情報を共

について、不適正な事務処理が散見 有し、発生原因の解消に向けた

された。 検討を事務所内で行う。

事務の執行に当たっては、関係法 また、担当者と管理職による

令、規則等に基づいて処理するとと 決裁チェック体制を強化すると

もに、決裁過程におけるチェック体 ともに、定期的に会計事務の進

制を強化するなど、実効性のある内 捗会議を開催する等、内部統制

部統制の整備に取り組まれたい。 の整備に取り組む。

（注意事項）

農 林 部

中央卸売市場 令和２年 支出科目の誤りについて

４月１５日 令和元年度の歩行者横断防止柵の 指摘のあった内容について、

設置工事の契約について、経費の性 需用費（その他）から工事請負

質が工事請負代金であることから予 費に支出更正を行った。（R2.3.

算科目を工事請負費で支出すべきで 25）

あったのに、需用費で支出していた 今後は奈良県会計規則等に基

事例が１件（契約額 785,000円）認 づき、所属におけるチェック体

められた。今後は、奈良県予算規則 制を強化し、複数の担当者によ

等に基づき、適正な予算科目で支出 る書類確認を行い、支出負担行

すべきである。 （指摘事項） 為の作成事務等の適正な執行と

再発防止に努める。

畜産技術セン 令和２年 手数料の徴収に係る不適切な事務処

ター ４月１６日 理について

家畜人工授精施術料について、奈 今後は、各職員に対し、関係

良県収入証紙条例等で奈良県収入証 諸条例・規則等の周知を図ると

紙により徴収すると定められておら ともに、起案から決裁に至るま

ず、本来は現金により徴収すべきで での間において、複数の職員に

あるのに、平成30年度及び令和元年 よる確認を行うなど、決裁過程

度において、収入証紙により徴収し におけるチェック体制を強化す

ていた事例が１７８件（合計額 605 ることにより、実効性のある内

,280円）認められた。 部統制の整備に取り組みなが

今後は、奈良県収入証紙条例等に ら、手数料の徴収事務等の適正

基づき、手数料の徴収事務等の適正 な執行と再発防止に努める。
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な執行に努めるとともに、決裁過程

におけるチェック体制を整備するな

ど、実効性のある内部統制の整備に

取り組まれたい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、各職員に対し、奈良

とする経費について、予算執行の統 県会計規則、奈良県契約規則等

制のための手続として支出負担行為 関係法令の周知を図るととも

を行うこととされている時期は、契 に、職員間での情報共有や書類

約を締結するときとされているが、 確認を徹底するなど、決裁過程

令和元年度の委託契約等について、 におけるチェック体制を強化す

支出負担行為を行うこととされてい ることにより、実効性のある内

る日から大幅に遅延して支出負担行 部統制の整備に取り組みなが

為を行っていた事例が４件（契約額 ら、支出負担行為及び契約書作

合計 280,314円）認められた。その 成事務等の適正な執行と再発防

態様の内訳は、①支出負担行為を納 止に努める。

品後に行っていた事例が２件、②業

務完了前であるが支出負担行為の遅

延期間が１か月以上３か月未満の事

例が２件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

２件（契約額合計 214,082円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

かい長へ委任された事務の範囲に含

まれていない契約締結について

平成30年度及び令和元年度の委託 「かいの契約締結に関する事

契約４件（契約額合計 44,640,000 務の委任について」が令和2年4

円）について、奈良県契約規則第２ 月1日付けで改正されたことを

６条等により畜産技術センター所長 受け、令和２年度における当該

に委任された契約締結に関する事務 事業については、畜産課から畜

の範囲には含まれておらず、本来は 産技術センターに対して、当該

畜産課で契約事務を行うこととされ 事務を委任されたため、当セン

ているのに、同センター所長が契約 ターにおいて適正に契約締結事

締結に関する事務を行っていた。 務を行った。

今後は、奈良県契約規則及び関係 今後も引き続き、関係通知等

通知に基づき、適正な契約事務の執 に基づき、適正な契約事務の執

行に努められたい。 （注意事項） 行に努める。
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請書を徴取していない契約について

契約の締結に当たっては、契約書 今後は、各職員に対し、奈良

の作成を省略できる場合でも、建設 県会計規則、奈良県契約規則等

工事の請負契約以外で契約金額が１ 関係法令の周知を図るととも

００万円未満５０万円以上の契約に に、職員間での情報共有や書類

おいては、契約内容について誓約さ 確認を徹底するなど、決裁過程

せる意味を有する請書を契約の相手 におけるチェック体制を強化す

方から徴することとされているが、 ることにより、実効性のある内

平成30年度及び令和元年度の契約金 部統制の整備に取り組みなが

額が１００万円未満５０万円以上の ら、契約予定金額に応じた請書

修繕工事の契約について、請書を徴 及び契約書の作成事務等の適正

していなかった事例が２件（契約額 な執行と再発防止に努める。

合計 1,321,012円）認められた。

今後は、奈良県契約規則及び会計

局通知に基づき、契約事務の適正な

執行に努めるとともに、決裁過程に

おけるチェック体制を整備するな

ど、実効性のある内部統制の整備に

取り組まれたい。 （注意事項）

まちづくり推進局

中和公園事務 令和２年 支出科目の誤りについて

所 ４月２１日 令和元年度の保険契約について、 今後は、奈良県予算規則等に

経費の性質が保険料であることから 基づき、所属におけるチェック

予算科目を役務費で支出すべきであ 体制を強化し、適正な執行と再

ったのに、需用費で支出していた事 発防止に努める。

例が１件（契約額 24,720円）認め

られた。

今後は奈良県予算規則等に基づ

き、適正な予算科目で支出されたい。

（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、奈良県会計規則等に

とする経費について、予算執行の統 基づき、所属におけるチェック

制のための手続として支出負担行為 体制を強化し、複数の担当者に

を行うこととされている時期は、契 よる書類確認とスケジュール管

約を締結するときとされているが、 理を行い、支出負担行為及び契

平成30年度及び令和元年度の委託契 約書の作成事務等の適正な執行

約等について、支出負担行為を行う と再発防止に努める。

こととされている日から大幅に遅延

して支出負担行為を行っていた事例

が５件（契約額合計 23,975,380円

）認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後に行っ

ていた事例が３件、業務完了前であ

るが支出負担行為の遅延期間が、②

２か月以上の事例が１件、③３か月

以上の事例が１件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な
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く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

４件（契約額合計 23,774,807円）

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

請書を徴取していない契約について

契約の締結に当たっては、契約書 今後は、奈良県契約規則及び

の作成を省略できる場合でも、建設 会計局通知に基づき、チェック

工事の請負契約以外で契約金額が１ リストの作成等決裁過程におけ

００万円未満５０万円以上の契約に るチェツク体制を整備し、内部

おいては、契約内容について誓約さ 統制の強化に努める。

せる意味を有する請書を契約の相手

方から徴することとされているが、

令和元年度の契約金額が１００万円

未満５０万円以上の修繕工事の契約

について、請書を徴していなかった

事例が３件（契約額合計 1,753,540

円）認められた。

今後は、奈良県契約規則及び会計

局通知に基づき、契約事務の適正な

執行に努めるとともに、決裁過程に

おけるチェック体制を整備するな

ど、実効性のある内部統制の整備に

取り組まれたい。 （注意事項）

教 育 委 員 会

奈良高等学校 令和２年 高等学校授業料の調定事務の遅延に

５月２９日 ついて

平成30年度及び令和元年度の高等 今後は、奈良県立学校におけ

学校授業料について、奈良県立高等 る授業料等に関する条例及び同

学校授業料、通信教育受講料及び入 要綱に基づき納期限を指定し、

学料徴収事務取扱要綱で定められた 複数職員による書類確認を行う

納期限を経過した後に、遅延して納 など、チェック体制を強化し調

入の通知を行っていた事例が３件（ 定事務の適正な執行と再発防止

１名分 調定額合計 118,800円）認 に努める。

められた。また、うち２件について

は本来所属する会計年度を経過した

後に調定を行っていた。

今後は、奈良県立学校における授

業料等に関する条例及び同要綱に基

づき、調定事務の適正な執行に努め

るとともに、再発防止に向けた内部

のチェック体制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）
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支出負担行為及び契約書作成の遅延

について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の工事請負契約等につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を業務完了後又は 契約書の作成事務、予算の令達

納品後に行っていた事例が２件（契 等、適正な執行と再発防止に努

約額合計 1,282,500円）認められた。 める。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

１件（契約額 1,239,840円）では、

支出負担行為と同様に契約書の作成

を遅延していた。

また、特にやむを得ない事情がな

いのに、契約締結時までに当該契約

に係る予算の令達を受けていなかっ

た事例が、上記のうち１件（契約額

42,660円）認められた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

西の京高等学 令和２年 支出負担行為の遅延について

校 ５月１１日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を納品後に行って 契約書の作成事務等の適正な執

いた事例が１件（契約額 49,940円 行と再発防止に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

平城高等学校 令和２年 通勤手当の過払いについて

５月２９日 通勤手当の支給について、通勤経 今後は通勤手当に関する規則

路の認定を誤ったため、過払いとな に基づき、通勤経路の認定に注

っていた事例が１件（過支給額 27, 意し、誤支給の再発防止に努め
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250円）認められた。 るものとする。

今後は、一般職の職員の給与に関

する条例等に基づき、適正な認定事

務の執行に努められたい。

（注意事項）

登美ケ丘高等 令和２年 通勤手当の過払いについて

学校 ５月２９日 通勤手当の支給について、通勤経 手当の認定に当たって、通勤

路の認定を誤ったため、過払いとな 手当に関する条例・規則に基づ

っていた事例が１件（過支給額 118 き、同一方面からの通勤者との

,000円）認められた。 整合性に注意しつつ、最新の道

今後は、一般職の職員の給与に関 路事情に応じた適正な認定を行

する条例等に基づき、適正な認定事 い、誤支給の防止に努める。

務の執行に努めるべきである。

（指摘事項）

高田高等学校 令和２年 通勤手当の過払いについて

５月１８日 通勤手当の支給について、通勤経 今後は、条例および関連通知

路の認定を誤ったため、過払いとな 等に基づき適正な認定事務を行

っていた事例が１件（過支給額 54, い、また内部のチェック体制の

000円）認められた。 一層の強化を図り再発の防止に

今後は、一般職の職員の給与に関 努める。

する条例等に基づき、適正な認定事

務の執行に努められたい。

（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

平成30年度及び令和元年度の委託契 制を強化し、支出負担行為及び

約等について、支出負担行為を行う 契約書の作成事務等の適正な執

こととされている日から大幅に遅延 行と再発防止に努める。

して支出負担行為を行っていた事例

が１０件（契約額合計 5,157,618円

）認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又は納

品後に行っていた事例が７件、業務

完了前であるが支出負担行為の遅延

期間が、②１か月以上３か月未満の

事例が２件、③３か月以上の事例が

１件となっていた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな

いものとされているが、上記のうち

２件（契約額合計 2,330,200円）で

は支出負担行為と同様に契約書の作

成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県
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契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

かい長へ委任された事務の範囲に含

まれていない契約締結について

令和元年度の物品の賃貸借契約２ 今後は、奈良県契約規則及び

件（当初契約額合計 1,763,424円） 関係通知に基づき、適正な契約

について、奈良県契約規則第２６条 事務を行うとともに、関係課と

等により高田高等学校長に委任され の緊密な連携を図り、再発の防

た契約締結に関する事務の範囲には 止に努める。

含まれておらず、本来は学校支援課

で契約事務を行うこととされている

のに、同校長が契約締結に関する事

務を行っていた。

今後は、奈良県契約規則及び関係

通知に基づき、適正な契約事務の執

行に努められたい。 （注意事項）

工事請負契約における不適切な分割

発注について

前回の監査において、工事請負契 前回監査において指摘を受け

約における不適切な分割発注につい たにもかかわらず、指摘事項を

て指摘事項とし、改善を求めたとこ 都合よく解釈したために再発を

ろであるが、令和元年度の工事請負 招いたことを猛省し、今後は関

契約においても、工事場所が隣接し 係法令、規則に基づき、事前に

同種工事で契約日が同一であること 十分な調査、検討を行うととも

などから、密接に関連していて一体 に、関係課との緊密な連携のう

的発注が妥当と考えられ、競争入札 えで契約事務の適正な執行を行

に付すべき工事を２件に分割し、分 い、再発防止に努める。

割した各工事の予定価格が随意契約

によることができる上限額２５０万

円をそれぞれ下回るとして、随意契

約により契約を行っていた事例が２

件（契約額合計 2,629,800円）認め

られた。

また、隣接してはいないが、校内

の同種工事で契約日、工期が同一で、

一体的発注が可能ではないかと思わ

れる工事が、他にも４件（契約額合

計 7,592,400円）認められた。

今後は、地方自治法、同施行令、

奈良県契約規則等に基づき、事前に

十分な調査、検討を行い、契約事務

の適正な執行に努めるべきである。

（指摘事項）

支出科目の誤りについて

令和元年度の書庫の鍵の解錠契約 今後は、関係法令、奈良県会

について、経費の性質が手数料であ 計規則、奈良県契約規則等に基

ることから予算科目を役務費で支出 づき、複数の担当者による書類
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すべきであったのに、需用費で支出 確認を行うなど、所属における

していた事例が１件（契約額 10,80 チェック体制を強化し、適正な

0円）認められた。今後は奈良県予 執行と再発防止に努める。

算規則等に基づき、適正な予算科目

で支出されたい。 （注意事項）

内部統制の更なる強化・充実につい

て

前回の監査において、内部統制の 不適切な事案の再発を防止す

強化・充実について注意事項とし、 るため、所属内で発生事案の情

改善を求めたところであるが、今回 報を共有するとともに、決裁の

の監査においても、収入事務、支出 チェック体制を強化。また、対

事務等について不適正な事務処理が 応に検討を要する事象について

多数認められた。 も、内部での検討及び関係部署

事務の執行に当たっては、関係法 との連絡調整の体制を強化し、

令、規則等に基づいて処理するとと 内部統制の整備に取り組む。

もに、決裁過程におけるチェック体

制を強化するなど、実効性のある内

部統制を整備し、厳正に対処すべき

である。 （指摘事項）

郡山高等学校 令和２年 高等学校授業料の調定事務の遅延に

５月１４日 ついて

令和元年度第２期の高等学校授業 今後は、奈良県立学校におけ

料について、奈良県立高等学校授業 る授業料等に関する条例及び同

料、通信教育受講料及び入学料徴収 要綱に基づき納期限を指定し、

事務取扱要綱で定められた納期限（ 再発防止のため、複数職員によ

第２期 9月25日）が経過した後に、 るチェック体制を整備し調定事

遅延して納入の通知を行っていた事 務の適正な執行に努める。

例が４件（３１４名分 調定額合計

12,434,400円）認められた。

今後は、奈良県立学校における授

業料等に関する条例及び同要綱に基

づき、調定事務の適正な執行に努め

るとともに、再発防止に向けた内部

のチェック体制の整備に取り組むべ

きである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成の遅

延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の工事請負契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を業務完了後に行 契約書の作成事務等の適正な執

っていた事例が２件（契約額合計 4 行と再発防止に努める。

,974,480円）認められた。

契約の締結をしようとするときは

奈良県契約規則第１８条（契約書の

省略）に該当する場合を除き遅滞な

く契約書を作成しなければならず、

県及び相手方の双方が契約書に記名

押印しなければ当該契約は確定しな
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いものとされているが、上記の２件

では、支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

工事請負契約における不適切な分割

発注について

令和元年度の工事請負契約につい 今後は、工事請負契約におい

て、工事内容、工期等からみて密接 ては、奈良県教育委員会事務局

に関連していて一体的発注が妥当と 予算担当課と事前に十分な協議

考えられ、競争入札に付すべき工事 を行い、地方自治法、同施行令、

を複数件に分割し、分割した各工事 奈良県契約規則に基づいた適正

の予定価格が随意契約によることが な契約事務の執行に努める。

できる上限額２５０万円をそれぞれ

下回るとして、随意契約により契約

を行っていた事例が３件（契約額合

計 7,299,720円）認められた。

今後は、地方自治法、同施行令、

奈良県契約規則に基づき、事前に十

分に検討を行い、契約事務の適正な

執行に努めるべきである。

（指摘事項）

二階堂高等学 令和２年 郵便切手の過大な保有について

校 ４月２１日 平成30年度末の郵便切手の保有残 年度末の保有残高が多額にな

高は54,689円となっており、年間使 らないよう、購入検討時に残額

用額に照らして多額となっていた。 や使用枚数の見込みを的確に把

郵便切手は換金性が高く、現金と 握し、年度内に複数回に分けて

同様の取扱いが必要である。安全な 購入するなど、切手の保有を最

管理のためにも、使用状況を的確に 小限にするよう努める。

把握し、その保有は必要最小限にと

どめるとともに、必要に応じ購入抑

制をするなど効率的な予算執行に努

められたい。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を納品後に行って 契約書の作成事務等の適正な執

いた事例が１件（契約額 43,362円 行と再発防止に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実
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効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

畝傍高等学校 令和２年 支出負担行為の遅延について

５月２６日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の委託契約について、支 制を強化し、支出負担行為及び

出負担行為を行うこととされている 契約書の作成事務等の適正な執

日から大幅に遅延して支出負担行為 行と再発防止に努める。

を行っていた事例が３件（契約額等

合計 1,026,254円）認められた。そ

の態様の内訳は、①支出負担行為を

業務完了後に行っていた事例が２

件、②業務完了前であるが支出負担

行為の遅延期間が１か月以上の事例

が１件となっていた。

また、上記の３件について特にや

むを得ない事情がないのに、契約締

結時までに当該契約に係る予算の令

達を受けていなかった。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

西和清陵高等 令和２年 支出負担行為の遅延について

学校 ５月２６日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を納品後に行って 契約書の作成事務等の適正な執

いた事例が１件（契約額 38,880円 行と再発防止に努める。

）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

法隆寺国際高 令和２年 業務委託契約に係る不適切な事務

等学校 ８月１１日 処理について

産業廃棄物の運搬処理業務委託契 今後は、廃棄物の処理及び清

約について、廃棄物の処理及び清掃 掃に関する法律及び同法施行令

に関する法律及び同法施行令の定め に基づき、契約書の作成漏れ等

により契約金額の多寡にかかわらず の無いよう、所属内での情報共

契約書の作成を行わなければならな 有および複数名によるチェック

いとされているのに、平成30年度の を徹底することにより再発防止

当該契約について、契約書を作成せ に努める。

ず、請書により業務委託を行ってい
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た（契約額 169,560円）。

今後は、同法及び同法施行令に基

づき、契約の締結及び契約書の作成

事務等の適正な執行に努めるべきで

ある。 （指摘事項）

内部統制の強化・充実について

今回の監査において、支出事務、 今後は会計研修等の受講や自

収入事務等について、不適正な事務 己学習等を通して、各自の知識、

処理が散見された。 技能を高めるとともに、決裁過

事務の執行に当たっては、関係法 程において、複数職員による確

令、規則等に基づいて処理するとと 認を徹底するなどチェック体制

もに、決裁過程におけるチェック体 を強化し、事務処理の適正化を

制を強化するなど、実効性のある内 図る。

部統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

高取国際高等 令和２年 支出負担行為の遅延及び契約書の作

学校 ８月１１日 成について

委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の委託契約について、支 制を強化し、支出負担行為及び

出負担行為を行うこととされている 契約書の作成事務等の適正な執

日から大幅に遅延して支出負担行為 行と再発防止に努める。

を行っていた事例が３件（契約額合

計 3,520,840円）認められた。その

態様の内訳は、①支出負担行為を業

務完了後に行っていた事例が２件、

②業務完了前であるが支出負担行為

の遅延期間が１か月以上の事例が１

件であった。

また、契約書を作成するときは支

出負担行為をしておかなければなら

ないが、上記のうち２件（契約額合

計 3,506,800円）では、それを行わ

ないまま契約書を作成していた。

今後は、奈良県会計規則、奈良県

契約規則等に基づき、支出負担行為

及び契約書の作成事務等の適正な執

行に努めるとともに、決裁過程にお

けるチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

支出科目の誤りについて

令和元年度の業務委託契約につい 今後は、適正な予算科目で支

て、経費の性質が手数料であること 出するため、関係法令、奈良県

から予算科目を役務費で支出すべき 会計規則、奈良県契約規則等に

であったのに、委託料で支出してい 基づき、複数の担当者による書

た事例が３件（契約額合計 104,000 類確認を行うなど、所属におけ

円）認められた。今後は奈良県予算 るチェック体制を強化し、適正

規則等に従い、適正な予算科目で支 な執行と再発防止に努める。
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出すべきである。 （指摘事項）

内部統制の強化・充実について

今回の監査において、支出事務、 事業執行伺、支出負担行為決

収入事務等について、不適正な事務 議書等について、会計関係の規

処理が散見された。 定に適合しているか事務担当者

事務の執行に当たっては、関係法 でのチェックを強化する。

令、規則等に基づいて処理するとと 併せて会計局や企画管理室主

もに、決裁過程におけるチェック体 催の研修への参加や会計局の資

制を強化するなど、実効性のある内 料等による学習を促す等適正な

部統制の整備に取り組まれたい。 事務処理に向けての取組を行

（注意事項） う。

王寺工業高等 令和２年 支出負担行為の遅延について

学校 ４月２１日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を納品後に行って 契約書の作成事務等の適正な執

いた事例が２件（契約額合計 83,59 行と再発防止に努める。

2円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

吉野高等学校 令和２年 支出負担行為の遅延について

５月２６日 委託料、工事請負費等契約を必要 今後は、関係法令、奈良県会

とする経費について、予算執行の統 計規則、奈良県契約規則等に基

制のための手続として支出負担行為 づき、複数の担当者による書類

を行うこととされている時期は、契 確認とスケジュール管理を行う

約を締結するときとされているが、 など、所属におけるチェック体

令和元年度の備品購入契約につい 制を強化し、支出負担行為及び

て、支出負担行為を納品後に行って 契約書の作成事務等の適正な執

いた事例が２件（契約額合計 352,6 行と再発防止に努める。

00円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に基づ

き、支出負担行為事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）



65

ウ 財政的援助団体

所 属 名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

（所管課名）

奈良マラソン実行 令和２年 金銭出納帳の未作成について（指摘

委員会 ８月１１日 事項）

（スポーツ振興 奈良マラソン実行委員会会計規程 奈良マラソン実行委員会会計

課） 第５条では、実行委員会の会計を処 規程に基づき、金銭出納帳を作

理するため、金銭出納帳を備えるこ 成の上、出納の都度記載すると

ととしており、平成29年度は７１件 ともに、所属長の確認を受ける

1,183,157円、平成30年度は５６件9 など、実効性のあるチェック体

64,457円を現金により支払っている 制を整備し、適正な事務処理に

のに、金銭出納帳を作成していなか 努める。

った。

今後は、奈良マラソン実行委員会

会計規程に基づき、適正な事務の執

行に努めるとともに、チェック体制

の充実を図り、実効性のある内部統

制の整備に取り組むべきである。

（指摘事項）
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